
調査表４－１

市区町村別集計項目（推進体制等）
市区町村数 44

問２－１ 問２－２

問３－１　無 問４－１　無

問３－２　条例名称
問３－２

公布日（西暦）
問３－２

施行日（西暦）

問３－３
現在の
状況

問４－２　計画名称

問４－２

女性活
躍推進
法との
関係

問４－３
計画策
定の
方法

問４－４
現在の
状況

26 35 26 44

8 201 水戸市 男女平等参画課 1 1 1 1 水戸市男女平等参画基本条例 2001年3月27日 2001年9月28日 水戸市男女平等参画推進基本計画(第4次) 2024年4月 ～ 2029年3月 1 1

8 202 日立市 男女共同参画推進室 1 1 1 1 日立市男女共同参画社会基本条例 2001年12月28日 2001年12月28日 第4次ひたち男女共同参画計画 2022年4月 ～ 2027年3月 1 1

8 203 土浦市 ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ推進室 1 2 1 1 土浦市男女共同参画推進条例 2012年3月22日 2012年4月1日 第4次土浦市男女共同参画推進計画 2021年4月1日 ～ 2031年3月31日 1 1

8 204 古河市 人権推進課 1 2 1 1 古河市男女共同参画推進条例 2008年12月19日 2009年4月1日 第2次古河市男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ 2017年4月1日 ～ 2025年3月31日 1 1

8 205 石岡市 人口創出課 1 2 1 1 石岡市男女共同参画条例 2006年3月24日 2006年4月1日 第2次石岡市男女共同参画基本計画 2018年4月 ～ 2028年3月 1 1

8 207 結城市 人権推進課 1 1 1 1 結城市男女共同参画推進条例 2011年3月30日 2011年4月1日 第3次結城市男女共同参画基本計画 2021年4月1日 ～ 2026年3月31日 1 1

8 208 龍ケ崎市 地域づくり推進課 1 2 1 1 龍ｹ崎市男女共同参画推進条例 2002年3月27日 2002年4月1日 第2次龍ｹ崎市男女共同参画基本計画 2019年4月1日 ～ 2029年3月31日 1 1

8 210 下妻市 福祉課 人権推進室 1 2 1 1 下妻市男女共同参画推進条例 2012年4月1日 2012年4月1日 第4次下妻市男女共同参画推進ﾌﾟﾗﾝ 2022年4月1日 ～ 2032年3月31日 1 1

8 211 常総市 人権推進課 1 2 1 1 常総市男女共同参画推進条例 2007年3月22日 2007年4月1日 第3次常総市男女共同参画計画 2024年4月1日 ～ 2029年3月31日 1 1

8 212 常陸太田市 少子化･人口減少対策課 1 2 2 1 常陸太田市男女共同参画推進条例 2010年3月19日 2010年4月1日
ひたちおおた絆ﾌﾟﾗﾝ(第3次常陸太田市男女共同
参画推進計画)

2021年4月 ～ 2026年3月 1 1

8 214 高萩市 環境市民協働課 1 2 2 2 4 第3次高萩市男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ 2021年4月1日 ～ 2026年3月31日 1 1

8 215 北茨城市 まちづくり協働課 1 2 2 2 4 第4次きたいばらき男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ 2023年4月 ～ 2028年3月 1 1

8 216 笠間市 総務課 1 2 2 1 笠間市男女共同参画推進条例 2006年3月19日 2006年3月19日
ｷﾗﾘかさまﾌﾟﾗﾝ～第4次笠間市男女共同参画計画
～

2023年4月 ～ 2028年3月 1 1

8 217 取手市 市民協働課 1 2 1 1 取手市男女共同参画推進条例 2005年1月4日 2005年1月4日 第四次取手市男女共同参画計画 2022年4月1日 ～ 2027年3月31日 1 1

8 219 牛久市 男女共同参画推進室 1 1 1 1 牛久市男女共同参画推進条例 2003年4月1日 2003年4月1日
牛久市男女共同参画推進基本計画･実施計画(第
4次)

2023年4月1日 ～ 2028年3月31日 1 1

8 220 つくば市 ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ推進室 1 1 1 1 つくば市男女共同参画社会基本条例 2004年3月26日 2004年3月26日
つくば市男女共同参画推進基本計画(2023～
2027)

2023年4月 ～ 2028年3月 1 1

8 221
ひたちなか
市

女性生活課 1 1 1 1 ひたちなか市男女共同参画推進条例 2003年4月1日 2003年4月1日 ひたちなか市第4次男女共同参画計画 2021年4月1日 ～ 2026年3月31日 1 1

8 222 鹿嶋市 地域づくり推進課 1 2 1 1 3 第3次鹿嶋市男女共同参画計画 2021年4月 ～ 2026年3月 1 1

8 223 潮来市 企画政策課 1 2 2 1 潮来市男女共同参画基本条例 2003年3月25日 2003年4月1日 潮来市第2期男女共同参画基本計画 2021年4月 ～ 2031年3月 1 1

8 224 守谷市 人権推進課 1 2 1 1 守谷市男女共同参画推進条例 2009年3月23日 2009年4月1日 第三次守谷市男女共同参画推進計画 2018年4月 ～ 2028年3月 1 1

8 225 常陸大宮市 市民課 1 2 1 1 4 第3次常陸大宮市男女共同参画計画 2021年4月1日 ～ 2026年3月31日 1 1

8 226 那珂市 市民協働課 1 2 2 2 4 第2次那珂市男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ 2018年4月 ～ 2028年3月 1 1

8 227 筑西市 市民協働課 1 2 1 1 筑西市男女共同参画推進条例 2007年12月25日 2008年1月1日 第2次筑西市男女共同参画基本計画 2020年4月1日 ～ 2025年3月31日 1 1

8 228 坂東市 市民協働課 1 2 1 1 坂東市男女共同参画推進条例 2008年12月17日 2008年12月17日
第4次ばんどう男女共同参画計画～すまいるﾌﾟﾗﾝ
～

2023年4月1日 ～ 2028年3月31日 1 1

8 229 稲敷市 秘書政策課 1 2 2 1 稲敷市男女共同参画推進条例 2007年3月29日 2007年4月1日 第4次稲敷市男女共同参画計画 2022年4月1日 ～ 2027年3月31日 1 1

8 230
かすみがうら
市

地域ｺﾐｭﾆﾃｨ課 1 2 1 1 2 かすみがうら市第4次男女共同参画計画 2024年4月 ～ 2029年3月 1 1

8 231 桜川市 生活環境課 1 2 1 2 2 第2次桜川市男女共同参画推進ﾌﾟﾗﾝ 2019年4月 ～ 2029年3月 1 1

8 232 神栖市 市民協働課 1 2 2 1 神栖市男女共同参画推進条例 2006年12月21日 2007年1月1日
かみすﾊｰﾄﾌﾙﾌﾟﾗﾝ～第2次神栖市男女共同参画
計画～

2018年4月 ～ 2028年3月 1 1

8 233 行方市 事業推進課 1 2 2 1 4 第3次行方市男女共同参画基本計画 2018年4月 ～ 2025年3月 1 1

8 234 鉾田市 まちづくり推進課 1 2 2 1 4 第4次鉾田市男女共同参画計画 2023年4月1日 ～ 2033年3月31日 1 1

8 235
つくばみらい
市

地域推進課 1 2 1 1 つくばみらい市男女共同参画推進条例 2010年3月23日 2010年8月1日 第2次つくばみらい市男女共同参画計画 2018年4月 ～ 2029年3月 1 1

8 236 小美玉市 市民協働課 1 2 1 1 小美玉市男女共同参画条例 2008年12月22日 2009年4月1日 第2次小美玉市男女共同参画推進計画 2020年4月1日 ～ 2025年3月31日 1 2
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茨城県
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問２－１ 問２－２
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8 302 茨城町 地域政策課 1 2 2 1 4 第2次茨城町男女共同参画推進計画 2016年4月1日 ～ 2026年3月31日 1 1

8 309 大洗町 生涯学習課 2 2 2 2 4 第2次大洗町男女共同参画計画 2017年4月 ～ 2027年3月 1 1

8 310 城里町 総務課 1 2 2 1 4 第2次城里町総合計画 後期基本計画 2021年4月 ～ 2026年3月 1 2

8 341 東海村 村民活動支援課 1 2 1 1 東海村男女共同参画推進条例 2007年3月23日 2007年4月1日 第5次東海村男女共同参画行動計画 2021年4月 ～ 2026年3月 1 1

8 364 大子町 まちづくり課 1 2 2 2 4 第2次大子町男女共同参画計画 2016年4月 ～ 2026年3月 2 1

8 442 美浦村 企画財政課 1 2 1 1 2 ｼﾝﾌｫﾆｰﾌﾟﾗﾝ～第3次美浦村男女共同参画計画～ 2024年4月 ～ 2034年3月 1 1

8 443 阿見町 町民活動課 1 1 2 1 阿見町男女共同参画社会基本条例 2010年3月19日 2010年4月1日 阿見町第4 次男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ 2022年4月 ～ 2027年3月 1 1

8 447 河内町 秘書広聴課 1 2 2 2 4 河内町男女共同参画基本計画 2022年1月 ～ 2031年12月 2 1

8 521 八千代町 秘書課 1 2 2 2 2 第2次八千代町男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ 2020年4月 ～ 2030年3月 1 1

8 542 五霞町 人権推進室 1 2 2 2 4 第2次五霞町男女共同参画推進ﾌﾟﾗﾝ 2022年4月1日 ～ 2027年3月31日 1 1

8 546 境町 人権･協働ﾊｰﾓﾆｰ室 1 2 1 1 4 さかい男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ(第4次) 2021年4月 ～ 2026年3月 2 1

8 564 利根町 政策企画課 1 2 1 1 利根町男女共同参画推進条例 2020年12月9日 2021年4月1日 第2次利根町男女共同参画推進ﾌﾟﾗﾝ 2020年4月 ～ 2025年3月 1 1

＜選択肢回答＞

所属 庁内連絡会議 男女共同参画に関する条例 男女共同参画に関する計画 現在の状況

１　首長部局 １　有 現在の状況 女性活躍推進法の推進計画との関係 １　策定予定有

２　教育委員会 2　無 １　2025年3月末までの制定を目途に検討中 １　一体 2　策定予定無

２　2024年度以降の制定を目途に検討中 2　一体でない

事務所掌 諮問機関 ３　その他 計画の策定方法（総合計画の一部として策定している場合、「問4－2 計画名称」は括弧書きで表記）

１　男女共同参画・女性等を名称に冠した専管課 １　有 4　検討していない １　単独計画として策定

２　１ではない 2　無 2　総合計画の一部として策定

市町村４－１

http://www.soumu.go.jp/denshijiti/code.html


調査表４－２

市区町村別集計項目（総合的な施設）Ｎｏ．１

単
独

複
合

直
営

指
定
管
理
者

そ
の
他

直
営

指
定
管
理
者

そ
の
他

5 2 3 3 1 1 4 1 0

8 201 水戸市 水戸市男女平等参画ｾﾝﾀｰ びよんど 310-0063 茨城県水戸市五軒町1-2-12 029-226-3161 029-226-3162 https://www.city.mito.lg.jp/soshiki/30/ ○ ○ ○

8 202 日立市 日立市女性ｾﾝﾀｰ らぽｰるひたち 316-0036 日立市鮎川町1-1-10 0294-36-0554 0294-38-2460 https://rapporthitachi.jp/ ○ ○ ○

8 203 土浦市 土浦市男女共同参画ｾﾝﾀｰ 300-8686 茨城県土浦市大和町9-1 ｳﾗﾗﾋﾞﾙ2F 029-827-1107 029-827-1234 https://www.city.tsuchiura.lg.jp/index.html ○ ○ ○

8 204 古河市

8 205 石岡市

8 207 結城市

8 208 龍ケ崎市

8 210 下妻市

8 211 常総市

8 212 常陸太田市

8 214 高萩市

8 215 北茨城市

8 216 笠間市

8 217 取手市

8 219 牛久市

8 220 つくば市

8 221
ひたちなか
市

ひたちなか市男女共同参画ｾﾝﾀｰ 312-8501 茨城県ひたちなか市東石川2丁目10番1号 029-273-0111 029-271-0851
https://www.city.hitachinaka.lg.jp/shiminkats
udo/danjyo/1004192/1007804.html

○ ○ ○

8 222 鹿嶋市

8 223 潮来市

8 224 守谷市

8 225 常陸大宮市

8 226 那珂市

8 227 筑西市

8 228 坂東市

8 229 稲敷市

8 230
かすみがうら
市

8 231 桜川市

8 232 神栖市

8 233 行方市

8 234 鉾田市

住所 電話番号 ＦＡＸ番号 ホームページ

茨城県

男女共同参画・女性のための総合的な施設(2024年4月1日現在で開設済の施設)都
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問６－５　管理・運営主体問６－４　所在地等

施設管理

愛称・通称

問６－１

郵便番号

市町村４－２
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住所 電話番号 ＦＡＸ番号 ホームページ

男女共同参画・女性のための総合的な施設(2024年4月1日現在で開設済の施設)都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

名称

事業運営

問６－３
施設
形態

問６－５　管理・運営主体問６－４　所在地等

施設管理

愛称・通称

問６－１

郵便番号

8 235
つくばみらい
市

8 236 小美玉市

8 302 茨城町

8 309 大洗町

8 310 城里町

8 341 東海村

8 364 大子町

8 442 美浦村

8 443 阿見町 阿見町男女共同参画ｾﾝﾀｰ AMIふらっとｾﾝﾀｰ 300-0333 茨城県稲敷郡阿見町若栗1886-1 029-896-3181 029-896-3181 https://www.town.ami.lg.jp/0000004278.html ○ ○ ○

8 447 河内町

8 521 八千代町

8 542 五霞町

8 546 境町

8 564 利根町

市町村４－２



調査表４－２

市区町村別集計項目（総合的な施設）Ｎｏ．２　 茨城県
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その他

5 5 5 5 5 1 5 2 0 1

8 201 水戸市 水戸市男女平等参画ｾﾝﾀｰ 2001年8月11日 4 1 6,670 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 202 日立市 日立市女性ｾﾝﾀｰ 1993年8月2日 6 1 10,697 ○ ○ ○ ○ ○

8 203 土浦市 土浦市男女共同参画ｾﾝﾀｰ 1997年10月1日 3 1 5,473 ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 204 古河市

8 205 石岡市

8 207 結城市

8 208 龍ケ崎市

8 210 下妻市

8 211 常総市

8 212 常陸太田市

8 214 高萩市

8 215 北茨城市

8 216 笠間市

8 217 取手市

8 219 牛久市

8 220 つくば市

8 221
ひたちなか
市

ひたちなか市男女共同参画ｾﾝﾀｰ 2002年4月1日 3 3 1,673 ○ ○ ○ ○ ○

8 222 鹿嶋市

8 223 潮来市

8 224 守谷市

8 225 常陸大宮市

8 226 那珂市

8 227 筑西市

8 228 坂東市

8 229 稲敷市

8 230
かすみがうら
市

8 231 桜川市

8 232 神栖市

問６－８　主　　　　な　　　　事　　　　業
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問６－６　職員数（人）

問６－２　設立年月日

男　女　共　同　参　画　・　女　性　の　た　め　の　総　合　的　な　施　設　　(２０２4　年　4　月　1　日　現　在　で　開　設　済　の　施　設)

問６－７
予算額
（千円）

問６－１　名　　称

市町村４－２ (2)
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問６－８　主　　　　な　　　　事　　　　業

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

問６－６　職員数（人）

問６－２　設立年月日

男　女　共　同　参　画　・　女　性　の　た　め　の　総　合　的　な　施　設　　(２０２4　年　4　月　1　日　現　在　で　開　設　済　の　施　設)

問６－７
予算額
（千円）

問６－１　名　　称

8 233 行方市

8 234 鉾田市

8 235
つくばみらい
市

8 236 小美玉市

8 302 茨城町

8 309 大洗町

8 310 城里町

8 341 東海村

8 364 大子町

8 442 美浦村

8 443 阿見町 阿見町男女共同参画ｾﾝﾀｰ 2015年1月27日 3 3 1,070 ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 447 河内町

8 521 八千代町

8 542 五霞町

8 546 境町

8 564 利根町

市町村４－２ (2)



調査表４－３

市区町村別集計項目（男女共同参画に関する宣言、首長、自治会長等の状況）　

うち うち うち うち うち
宣

言

年

月

日

宣　　言　　名　　称

宣

言

の

形

態

女
性
市
区
長
数

女
性
副
市
区
長
数

女
性
町
村
長
数

女
性
副
町
村
長
数

女
性
自
治
会
長
数

12 32 1 3.1 36 3 8.3 12 0 0.0 9 1 11.1 7,795 523 6.7

8 201 水戸市 1996年4月1日 男女共同参画都市宣言 2 1 0 0.0 2 0 0.0 1260 145 11.5

8 202 日立市 1 0 0.0 2 0 0.0 23 2 8.7

8 203 土浦市 2012年11月18日 土浦市男女共同参画都市宣言 1 1 1 100.0 1 0 0.0 171 3 1.8

8 204 古河市 2009年2月7日 古河市男女共同参画都市宣言 2 1 0 0.0 2 1 50.0 223 8 3.6

8 205 石岡市 1 0 0.0 1 0 0.0 298 18 6.0

8 207 結城市 2004年11月3日 男女共同参画都市宣言 2 1 0 0.0 1 0 0.0 190 10 5.3

8 208 龍ケ崎市 1 0 0.0 1 0 0.0 179 7 3.9

8 210 下妻市 1 0 0.0 1 0 0.0 308 19 6.2

8 211 常総市 1 0 0.0 1 0 0.0 217 8 3.7

8 212 常陸太田市 1 0 0.0 1 0 0.0 123 0 0.0

8 214 高萩市 1 0 0.0 1 0 0.0 342 37 10.8

8 215 北茨城市 1 0 0.0 1 0 0.0 63 0 0.0

8 216 笠間市 1 0 0.0 1 0 0.0 309 12 3.9

8 217 取手市 1 0 0.0 2 0 0.0 82 6 7.3

8 219 牛久市 2015年1月24日 牛久市男女共同参画都市宣言 2 1 0 0.0 1 0 0.0 64 4 6.3

8 220 つくば市 2003年11月16日 つくば市男女共同参画都市宣言 1 1 0 0.0 2 1 50.0 596 58 9.7

8 221
ひたちなか
市

1 0 0.0 1 0 0.0 84 1 1.2

8 222 鹿嶋市 1 0 0.0 1 0 0.0 100 2 2.0

8 223 潮来市 1999年12月10日 潮来市男女共同参画都市宣言 2 1 0 0.0 1 1 100.0 66 0 0.0

8 224 守谷市 2009年3月17日 守谷市男女共同参画都市宣言 2 1 0 0.0 1 0 0.0 158 19 12.0

8 225 常陸大宮市 1 0 0.0 0 0 92 0 0.0

8 226 那珂市 1 0 0.0 1 0 0.0 68 1 1.5

8 227 筑西市 2011年9月7日 筑西市男女共同参画都市宣言 1 1 0 0.0 1 0 0.0 437 30 6.9

8 228 坂東市 1 0 0.0 1 0 0.0 154 5 3.2

8 229 稲敷市 1 0 0.0 1 0 0.0 97 2 2.1

8 230
かすみがうら
市

1 0 0.0 1 0 0.0 185 8 4.3

8 231 桜川市 1 0 0.0 1 0 0.0 119 2 1.7

8 232 神栖市 1 0 0.0 1 0 0.0 85 0 0.0

8 233 行方市 1 0 0.0 1 0 0.0 92 0 0.0

8 234 鉾田市 1 0 0.0 1 0 0.0 155 4 2.6

8 235
つくばみらい
市

2011年3月27日 つくばみらい市男女共同参画都市宣言 2 1 0 0.0 1 0 0.0 218 16 7.3

8 236 小美玉市 1 0 0.0 1 0 0.0 120 0 0.0

8 302 茨城町 1 0 0.0 1 1 100.0 90 0 0.0

8 309 大洗町 1 0 0.0 1 0 0.0 177 27 15.3

8 310 城里町 1 0 0.0 1 0 0.0 404 52 12.9

8 341 東海村 1 0 0.0 1 0 0.0 28 0 0.0

8 364 大子町 1 0 0.0 1 0 0.0 65 0 0.0

8 442 美浦村 1999年3月23日 男女共同参画都市宣言 2 1 0 0.0 0 0 48 4 8.3

8 443 阿見町 2013年11月10日 阿見町男女共同参画都市宣言 1 1 0 0.0 1 0 0.0 67 4 6.0

8 447 河内町 1 0 0.0 0 0 71 5 7.0

8 521 八千代町 1 0 0.0 1 0 0.0 62 1 1.6

8 542 五霞町 1 0 0.0 1 0 0.0 15 0 0.0
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男 女 共 同 参 画 に 関 す る 宣 言 問５　首　　長　、　自　　治　　会　　長　　等　　の　　状　　況　（２０２４年７月１日現在）
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問７－1
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問７－1

8 546 境町 1 0 0.0 1 0 0.0 54 3 5.6

8 564 利根町 1 0 0.0 0 0 36 0 0.0

＜選択肢回答＞
男女共同参画に関する宣言
　宣言の形態

１　首長声明
２　議会の議決
３　庁内連絡会議の決定
４　その他

市町村４－３

http://www.soumu.go.jp/denshijiti/code.html


調査表４－４

市区町村別集計項目（審議会委員への女性の登用）No1

1 2 その他

女理 女理うち うち うち うち うち うち うち うち

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

数女
性
委
員

数女
性
委
員

1,579 1,342 21,026 6,075 28.9 1,236 1,105 17,051 4,786 28.1 247 135 1,385 223 16.1 1,326 152 11.5 1,370 153 11.2

小計 1,231 1,100 16,957 4,751 28.0 232 129 1,340 215 16.0

8 201 水戸市 40.0 2029年3月 66 60 1,165 405 34.8
地方自治法202条の3に基づく附属機関,地方自治法180条の5に基づく
委員会及び委員

60 56 1,123 396 35.3 6 4 42 9 21.4 42 5 11.9 43 5 11.6 2 2024年1月1日 2 2024年1月1日 2 2024年1月1日

8 202 日立市 40.0 2027年3月 36 34 599 158 26.4 地方自治法(第202条の3)に基づく審議会等 36 34 599 158 26.4 5 2 28 3 10.7 45 2 4.4 46 2 4.3 1 1 1

8 203 土浦市 50.0 2031年3月 80 78 1,357 429 31.6 法律･条例等､規則･要綱等により設置されている審議会等 33 31 456 143 31.4 6 4 29 5 17.2 45 9 20.0 46 10 21.7 1 1 1

8 204 古河市 35.0 2025年3月 41 38 557 170 30.5
法律又は政令により設置されている審議会等及び法律により設置され
ている委員会等 35 34 518 164 31.7 6 4 39 6 15.4 44 3 6.8 45 3 6.7 1 1 1

8 205 石岡市 35.0 2028年3月 48 43 630 164 26.0
地方自治法第180条の5に規定される委員会･審議会､地方自治法第
202条の3に規定される委員会･審議会､条例に基づく委員会･審議会 42 39 596 156 26.2 5 3 31 7 22.6 31 4 12.9 32 4 12.5 1 1 1

8 207 結城市 30.0 2026年3月 43 33 479 142 29.6 条例により設置されている会議等 37 33 479 142 29.6 6 4 32 4 12.5 28 3 10.7 29 3 10.3 1 1 1

8 208 龍ケ崎市 40.0 2026年3月 47 44 630 173 27.5 条例･規則等 47 44 630 173 27.5 6 4 26 6 23.1 39 5 12.8 40 5 12.5 1 1 1

8 210 下妻市 30.0 2026年4月 27 24 498 116 23.3 地方自治法(第202条の3)に基づく審議会等 26 23 478 110 23.0 5 3 33 4 12.1 35 4 11.4 36 4 11.1 1 1 1

8 211 常総市 30.0 2029年3月 37 33 574 153 26.7
地方自治法第202条の3に基づく審議会等

37 33 574 153 26.7 6 5 36 10 27.8 30 7 23.3 31 7 22.6 1 1 1

8 212 常陸太田市 30.0 2026年3月 25 23 311 73 23.5 法令または政令により設置されている審議会､委員会等 19 19 277 67 24.2 6 4 34 6 17.6 19 1 5.3 20 1 5.0 1 1 1

8 214 高萩市 40.0 2026年3月 25 20 281 66 23.5
地方自治法(第202条の3)の規定により､法律もしくはこれに基づく政令
又は条例の定めるところにより設置されている審議会等 25 20 281 66 23.5 6 2 27 3 11.1 25 2 8.0 26 2 7.7 1 1 1

8 215 北茨城市 30.0 2028年3月 55 47 787 194 24.7 法律･政令･条例･規則等により設置されている審議会や委員会等 26 24 421 102 24.2 6 5 30 7 23.3 29 5 17.2 30 5 16.7 1 1 1

8 216 笠間市 40.0 2027年4月 58 54 846 294 34.8 法律または条令､要綱等により設置されている審議会等 27 27 330 122 37.0 5 3 33 4 12.1 31 5 16.1 32 5 15.6 1 1 1

8 217 取手市 35.0 2027年3月
目標値:35%
以上

59 57 728 206 28.3
法律または条例及び要綱等により設置されている審議会､委員会等

32 31 388 107 27.6 5 3 28 5 17.9 41 2 4.9 42 2 4.8 1 1 1

8 219 牛久市 30.0 2027年3月 30 26 403 119 29.5 広域でない委員等 30 26 403 119 29.5 5 2 27 5 18.5 33 5 15.2 34 5 14.7 1 1 1

8 220 つくば市 40.0 2027年4月 36 34 513 157 30.6 法律又は条例により設置されている審議会等 36 34 513 157 30.6 5 4 39 8 20.5 35 3 8.6 36 3 8.3 1 1 1

8 221
ひたちなか
市

30.0 2026年3月 31 26 458 123 26.9 法律･政令･条例に基づき設置している審議会等 24 22 443 117 26.4 5 4 33 6 18.2 29 4 13.8 30 4 13.3 2 2024年3月31日 2 2024年3月31日 2 2024年3月31日

8 222 鹿嶋市 45.0 2025年3月 35 20 474 195 41.1 地方自治法(第202条の3)に基づく審議会等 17 17 232 79 34.1 5 2 27 5 18.5 30 3 10.0 31 3 9.7 1 1 1

8 223 潮来市 40.0 2029年3月 24 20 301 91 30.2
地方自治法(第202条の3)に基づく審議会､地方自治法(第180条の5)に
基づく委員会 18 16 274 86 31.4 6 4 28 5 17.9 22 2 9.1 23 2 8.7 1 1 1

8 224 守谷市 40.0 2028年3月 43 41 603 216 35.8
地方自治法の第202条の3に基づく審議会を基本に､地域に密着した委
員会･協議会等を選抜｡

29 27 356 105 29.5 5 3 23 4 17.4 30 6 20.0 31 6 19.4 1 1 1

8 225 常陸大宮市 40.0 2025年3月 25 24 315 104 33.0 地方自治法第202条の3に基づく審議会等､地方自治法第180条の5に
基づく委員会等

25 24 315 104 33.0 5 4 33 7 21.2 20 2 10.0 21 2 9.5 1 1 1

8 226 那珂市 40.0 2028年3月 30 22 386 119 30.8 法律又は条令により設置されている審議会等 24 21 351 115 32.8 5 3 32 4 12.5 22 2 9.1 23 2 8.7 1 1 1

8 227 筑西市 35.0 2025年4月 56 45 793 210 26.5 30 27 447 137 30.6 5 3 59 9 15.3 29 5 17.2 30 5 16.7 1 1 1

8 228 坂東市 40.0 2028年3月 28 24 461 121 26.2 地方自治法(第202条の3)に基づく審議会等 28 24 461 121 26.2 5 2 28 4 14.3 39 9 23.1 40 9 22.5 1 1 1

8 229 稲敷市 30.0 2027年3月 56 45 685 183 26.7 法律､政令､条例､規則､要綱等に基づき設置されている審議会等 43 34 556 150 27.0 5 2 34 4 11.8 35 7 20.0 36 7 19.4 1 1 1

8 230
かすみがうら
市

0 0 0 0 23 23 297 99 33.3 5 4 30 9 30.0 29 6 20.7 30 6 20.0 1 1 1

8 231 桜川市 30.0 2029年3月 16 14 207 39 18.8
法律もしくはこれに基づく政令又は条例の定めるところにより設置され
ている審議会等

16 14 229 55 24.0 5 3 31 4 12.9 29 1 3.4 30 1 3.3 1 1 1

8 232 神栖市 41.0 2028年3月 42 36 526 178 33.8
地方自治法(第202条の3)に基づく審議会等､地方自治法(第180条の5)
に基づく審議会等､市の要項や規則に基づく審議会等

24 22 324 113 34.9 5 2 31 4 12.9 38 1 2.6 39 1 2.6 1 1 1

8 233 行方市 0 0 0 0 13 12 171 39 22.8 4 2 29 4 13.8 20 3 15.0 21 3 14.3 1 1 1

8 234 鉾田市 40.0 2033年3月 29 24 362 99 27.3 原則として法律により設置されている審議会等 22 20 281 77 27.4 5 2 38 5 13.2 28 2 7.1 29 2 6.9 1 1 1

8 235
つくばみらい
市

30.0 2029年3月 28 25 304 93 30.6
法律又は条例により設置されている審議会等

28 25 304 93 30.6 5 1 23 2 8.7 33 7 21.2 34 7 20.6 1 1 1

8 236 小美玉市 35.0 2025年3月 87 67 1,038 286 27.6
法律による設置する機関(地方自治法202条の3､第180条の5､及び規
則･要綱等で設置する委員会等) 60 50 781 214 27.4 6 3 41 5 12.2 30 3 10.0 31 3 9.7 1 1 1

8 302 茨城町 40.0 2026年3月 31 24 343 84 24.5 法律もしくはこれに基づく政令又は条例の定めるところにより設置され
ている審議会等

31 23 324 79 24.4 5 2 28 2 7.1 19 5 26.3 20 5 25.0 1 1 1

8 309 大洗町 0 0 0 0 17 15 228 37 16.2 5 2 21 3 14.3 32 1 3.1 33 1 3.0 1 1 1
8 310 城里町 0 0 0 0 34 29 365 94 25.8 5 2 27 2 7.4 14 1 7.1 15 1 6.7 1 1 1

8 341 東海村 40.0 2026年3月 74 45 600 185 30.8
法律,政令,条例,規則,要綱等により設置されている審議会,懇談会,会議
等 10 9 95 30 31.6 5 2 27 4 14.8 21 0 0.0 22 0 0.0 2 2024年8月22日 2 2024年8月22日 2 2024年8月22日

8 364 大子町 30.0 2026年3月 24 19 329 109 33.1 地方自治法第202条の3に基づく審議会･委員会 24 19 283 66 23.3 6 3 29 6 20.7 24 1 4.2 25 1 4.0 1 1 1

8 442 美浦村 30.0 2027年3月 21 17 223 61 27.4 地方自治法(第202条の3)に基づく審議会等における登用状況 21 17 223 61 27.4 5 2 23 2 8.7 25 4 16.0 26 4 15.4 1 1 1

8 443 阿見町 40.0 2027年3月 47 47 581 212 36.5
法律や政令に基づき設置されている審議会等､条例､規則､要項等に
基づき設置されている協議会､会議等

24 24 313 98 31.3 5 3 23 4 17.4 32 4 12.5 33 4 12.1 1 1 1

8 447 河内町 30.0 2031年12月 33 23 386 66 17.1 条例､規則等で設置 17 11 194 29 14.9 5 3 23 4 17.4 23 0 0.0 24 0 0.0 1 1 1

8 521 八千代町 30.0 2025年3月 25 16 365 59 16.2
地方自治法(第202条の3)に基づく審議会及び地方自治法(第180条の
5)に基づく委員会

19 13 332 54 16.3 6 3 33 5 15.2 30 1 3.3 31 1 3.2 1 1 1

8 542 五霞町 40.0 2027年3月 24 22 249 59 23.7 法律､法令及び条例により設置されている審議会､委員会等 25 23 259 61 23.6 5 2 26 3 11.5 27 4 14.8 28 4 14.3 1 1 1

8 546 境町 30.0 2026年3月 17 13 231 39 16.9 地方自治法第202条の3に基づく審議会等(広域の審議会を除く) 17 13 231 39 16.9 5 2 24 2 8.3 30 2 6.7 31 2 6.5 1 1 1

8 564 利根町 30.0 2025年3月 40 35 448 125 27.9  地方自治法(第202条の3)に基づく審議会等 20 18 222 64 28.8 5 3 22 5 22.7 34 1 2.9 35 1 2.9 1 1 1

その他

調査時点コード

その他

問８－２　目標設定の対象である審議会等の範囲

総
委
員
数

問９　地方自治法（第202条の３）に基
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問１０　地方自
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性
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（％）

目
標
値

目標設定の対象である審議会等の目標及び現状値

問８－１

総
委
員
数

（再掲）市町村防災会
議(会長を含む)

問９－１

茨城県

女
性
比
率

（％）

女
性
比
率

（％）

問１０　地方自治法(第180条の５）に基
づく委員会等における登用状況

委
員
会
等
数

（再掲）市町村防災会
議(委員のみ）

市町村４－４



調査表４－４

市区町村別集計項目（審議会委員への女性の登用）No2（広域圏で設置している審議会等）

　女理 　女理うち うち うち うち うち うち うち うち

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

数女
性
委
員

数女
性
委
員

5 5 94 35 37.2 15 6 45 8 17.8

水戸市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

日立市 0 0 0 0 0.0 1 1 3 1 33.3

土浦市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

古河市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

石岡市 0 0 0 0 0.0 1 1 3 1 33.3

結城市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

龍ケ崎市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

下妻市 1 1 20 6 30.0 1 1 3 2 66.7

常総市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

常陸太田市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

高萩市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

北茨城市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

笠間市 0 0 0 0 0.0 1 1 3 1 33.3

取手市 0 0 0 0 0.0 1 0 3 0 0.0

牛久市 0 0 0 0 0.0 1 1 3 2 66.7

つくば市 0 0 0 0 0.0 1 0 3 0 0.0
ひたちなか
市

0 0 0 0 0.0 1 0 3 0 0.0

鹿嶋市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

潮来市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

守谷市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

常陸大宮市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

那珂市 0 0 0 0 0.0 1 0 3 0 0.0

筑西市 0 0 0 0 0.0 1 1 3 1 33.3

坂東市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

稲敷市 0 0 0 0 0.0 1 0 3 0 0.0
かすみがうら
市

0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

桜川市 0 0 0 0 0.0 1 0 3 0 0.0

神栖市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

行方市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

鉾田市 2 2 43 17 39.5 1 0 3 0 0.0
つくばみらい
市

0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

小美玉市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

茨城町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

大洗町 0 0 0 0 0.0 1 0 3 0 0.0

城里町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

東海村 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

大子町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

美浦村 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

阿見町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

河内町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

八千代町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

五霞町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

境町 2 2 31 12 38.7 1 0 3 0 0.0

利根町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

総
委
員
数

（再掲）
　　市町村防災会議
       (会長を含む)

目
標
値

（％）

目
標
年
度

審
議
会
等
数

総
委
員
数

女
性
比
率

（％）

審
議
会
等
数

総
委
員
数

女
性
比
率

（％）

問１０　地方自治法(第180条の５）に
基づく委員会等における登用状況

（再掲）
　　市町村防災会議
        (委員のみ）

女
性
比
率

（％）

委
員
会
等
数

総
委
員
数

女
性
比
率

（％）

茨城県

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

目標設定の対象である審議会等の目標及び現状値
目標設定の対象である審議会等の

範囲
問９　地方自治法（第202条の３）に基

づく審議会等における登用状況

総
委
員
数

女
性
比
率

（％）

市町村４－４ (2)



調査表４－４

市区町村別集計項目（女性公務員の登用）

1 2

うち

うち うち うち うち うち うち うち

管
理
職
数

女
性

うち
女理
性職
管数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

2,639 374 14.2 2,210 316 14.3 399 31 7.8 358 30 8.4 299 43 14.4 250 37 14.8 1,941 300 15.5 1,602 249 15.5 3,081 861 27.9 2,316 597 25.8 4,616 1,677 36.3 3,278 1,200 36.6 343 33 9.6 87 2 2.3

8 201 水戸市 219 25 11.4 165 21 12.7 16 3 18.8 13 3 23.1 39 3 7.7 27 3 11.1 164 19 11.6 125 15 12.0 142 41 28.9 90 17 18.9 264 42 15.9 179 27 15.1 1 13 1 7.7 3 0 0.0 1

8 202 日立市 251 31 12.4 176 28 15.9 12 0 0.0 10 0 0.0 19 1 5.3 15 1 6.7 220 30 13.6 151 27 17.9 134 45 33.6 104 34 32.7 241 64 26.6 114 40 35.1 1 12 0 0.0 6 0 0.0 1

8 203 土浦市 77 8 10.4 59 7 11.9 12 1 8.3 11 1 9.1 17 1 5.9 14 1 7.1 48 6 12.5 34 5 14.7 82 14 17.1 58 10 17.2 106 26 24.5 58 14 24.1 1 7 2 28.6 1 0 0.0 1

8 204 古河市 86 17 19.8 66 13 19.7 14 1 7.1 12 1 8.3 7 3 42.9 5 1 20.0 65 13 20.0 49 11 22.4 124 37 29.8 93 28 30.1 251 113 45.0 196 87 44.4 1 12 1 8.3 4 0 0.0 1

8 205 石岡市 92 2 2.2 81 2 2.5 16 1 6.3 15 1 6.7 23 0 0.0 20 0 0.0 53 1 1.9 46 1 2.2 92 18 19.6 63 18 28.6 121 36 29.8 92 36 39.1 1 4 0 0.0 1 0 0.0 1

8 207 結城市 43 8 18.6 38 7 18.4 9 1 11.1 9 1 11.1 9 3 33.3 8 2 25.0 25 4 16.0 21 4 19.0 40 9 22.5 34 6 17.6 38 13 34.2 30 9 30.0 1 6 0 0.0 2 0 0.0 1

8 208 龍ケ崎市 55 4 7.3 55 4 7.3 10 1 10.0 10 1 10.0 0 0 0.0 0 0 0.0 45 3 6.7 45 3 6.7 95 23 24.2 95 23 24.2 83 39 47.0 83 39 47.0 1 5 1 20.0 2 0 0.0 1

8 210 下妻市 39 4 10.3 36 4 11.1 9 0 0.0 9 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 30 4 13.3 27 4 14.8 55 16 29.1 44 10 22.7 60 35 58.3 49 26 53.1 1 11 1 9.1 2 0 0.0 1

8 211 常総市 45 6 13.3 42 6 14.3 10 2 20.0 10 2 20.0 0 0 0.0 0 0 0.0 35 4 11.4 32 4 12.5 57 22 38.6 44 13 29.5 119 43 36.1 93 27 29.0 1 12 1 8.3 3 0 0.0 1

8 212 常陸太田市 64 8 12.5 55 8 14.5 11 1 9.1 9 1 11.1 1 1 100.0 1 1 100.0 52 6 11.5 45 6 13.3 31 1 3.2 23 1 4.3 110 21 19.1 79 21 26.6 1 5 0 0.0 1 0 0.0 1

8 214 高萩市 41 7 17.1 35 7 20.0 10 1 10.0 8 1 12.5 0 0 0.0 0 0 0.0 31 6 19.4 27 6 22.2 42 12 28.6 30 12 40.0 70 17 24.3 53 17 32.1 1 4 0 0.0 2 0 0.0 1

8 215 北茨城市 59 13 22.0 34 7 20.6 13 2 15.4 7 1 14.3 20 6 30.0 15 4 26.7 26 5 19.2 12 2 16.7 62 21 33.9 22 10 45.5 56 18 32.1 22 6 27.3 1 3 0 0.0 1 0 0.0 1

8 216 笠間市 67 10 14.9 53 7 13.2 15 0 0.0 12 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 52 10 19.2 41 7 17.1 74 16 21.6 51 12 23.5 119 32 26.9 80 19 23.8 1 4 1 25.0 1 0 0.0 1

8 217 取手市 84 9 10.7 66 6 9.1 12 1 8.3 11 1 9.1 14 2 14.3 11 1 9.1 58 6 10.3 44 4 9.1 104 26 25.0 63 15 23.8 185 34 18.4 88 16 18.2 1 10 1 10.0 1 0 0.0 1

8 219 牛久市 53 11 20.8 48 9 18.8 9 2 22.2 9 2 22.2 13 0 0.0 13 0 0.0 31 9 29.0 26 7 26.9 90 27 30.0 59 14 23.7 113 59 52.2 82 37 45.1 1 6 0 0.0 2 0 0.0 1

8 220 つくば市 162 21 13.0 150 21 14.0 16 1 6.3 15 1 6.7 39 3 7.7 34 3 8.8 107 17 15.9 101 17 16.8 270 72 26.7 204 66 32.4 523 228 43.6 388 195 50.3 1 5 2 40.0 1 1 100.0 1

8 221
ひたちなか
市

85 12 14.1 76 11 14.5 11 1 9.1 11 1 9.1 16 2 12.5 14 2 14.3 58 9 15.5 51 8 15.7 106 14 13.2 91 7 7.7 235 91 38.7 185 58 31.4 1 14 2 14.3 1 0 0.0 1

8 222 鹿嶋市 80 29 36.3 68 19 27.9 9 0 0.0 9 0 0.0 14 6 42.9 14 6 42.9 57 23 40.4 45 13 28.9 58 13 22.4 45 6 13.3 49 24 49.0 30 11 36.7 1 8 0 0.0 3 0 0.0 1

8 223 潮来市 24 5 20.8 24 5 20.8 5 0 0.0 5 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 19 5 26.3 19 5 26.3 30 5 16.7 30 5 16.7 55 17 30.9 55 17 30.9 2 2024年6月1日 13 3 23.1 3 0 0.0 1

8 224 守谷市 47 9 19.1 43 7 16.3 10 0 0.0 9 0 0.0 11 2 18.2 11 2 18.2 26 7 26.9 23 5 21.7 41 14 34.1 36 10 27.8 108 57 52.8 84 41 48.8 1 10 0 0.0 3 0 0.0 1

8 225 常陸大宮市 50 3 6.0 40 3 7.5 12 1 8.3 10 1 10.0 1 0 0.0 1 0 0.0 37 2 5.4 29 2 6.9 74 12 16.2 54 9 16.7 134 48 35.8 85 35 41.2 1 7 0 0.0 3 0 0.0 1

8 226 那珂市 45 5 11.1 31 4 12.9 14 1 7.1 10 1 10.0 0 0 0.0 0 0 0.0 31 4 12.9 21 3 14.3 116 23 19.8 74 15 20.3 106 32 30.2 47 16 34.0 1 9 1 11.1 5 0 0.0 1

8 227 筑西市 92 16 17.4 86 15 17.4 14 0 0.0 13 0 0.0 18 5 27.8 16 5 31.3 60 11 18.3 57 10 17.5 119 48 40.3 90 31 34.4 116 45 38.8 89 27 30.3 1 10 1 10.0 2 0 0.0 1

8 228 坂東市 46 8 17.4 40 6 15.0 11 1 9.1 10 1 10.0 0 0 0.0 0 0 0.0 35 7 20.0 30 5 16.7 49 16 32.7 40 11 27.5 69 25 36.2 52 14 26.9 1 9 1 11.1 1 0 0.0 1

8 229 稲敷市 43 6 14.0 29 3 10.3 9 1 11.1 8 1 12.5 2 0 0.0 2 0 0.0 32 5 15.6 19 2 10.5 71 17 23.9 44 9 20.5 86 35 40.7 57 20 35.1 1 9 1 11.1 1 0 0.0 1

8 230
かすみがうら
市

48 2 4.2 40 2 5.0 11 0 0.0 9 0 0.0 1 0 0.0 0 0 0.0 36 2 5.6 31 2 6.5 60 7 11.7 49 7 14.3 85 17 20.0 53 17 32.1 1 3 0 0.0 2 0 0.0 1

8 231 桜川市 51 12 23.5 46 10 21.7 11 2 18.2 11 2 18.2 14 2 14.3 13 2 15.4 26 8 30.8 22 6 27.3 60 31 51.7 52 25 48.1 35 16 45.7 26 9 34.6 1 6 1 16.7 1 0 0.0 1

8 232 神栖市 82 17 20.7 75 16 21.3 12 1 8.3 12 1 8.3 6 2 33.3 4 2 50.0 64 14 21.9 59 13 22.0 176 92 52.3 129 50 38.8 194 104 53.6 146 68 46.6 1 17 1 5.9 4 0 0.0 1

8 233 行方市 37 1 2.7 33 1 3.0 8 0 0.0 8 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 29 1 3.4 25 1 4.0 47 16 34.0 35 9 25.7 79 27 34.2 63 19 30.2 1 13 1 7.7 4 0 0.0 1

8 234 鉾田市 50 9 18.0 45 9 20.0 0 0 0.0 0 0 0.0 13 1 7.7 12 1 8.3 37 8 21.6 33 8 24.2 44 7 15.9 37 5 13.5 91 28 30.8 73 20 27.4 1 6 0 0.0 1 0 0.0 1

8 235
つくばみらい
市

38 2 5.3 35 1 2.9 11 0 0.0 10 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 27 2 7.4 25 1 4.0 57 16 28.1 42 6 14.3 97 34 35.1 74 21 28.4 1 9 0 0.0 1 0 0.0 1

8 236 小美玉市 58 11 19.0 51 11 21.6 12 1 8.3 11 1 9.1 2 0 0.0 0 0 0.0 44 10 22.7 40 10 25.0 98 17 17.3 72 17 23.6 62 21 33.9 48 21 43.8 1 8 1 12.5 4 0 0.0 1

8 302 茨城町 35 3 8.6 28 3 10.7 6 2 33.3 5 2 40.0 0 0 0.0 0 0 0.0 29 1 3.4 23 1 4.3 57 13 22.8 45 9 20.0 64 20 31.3 33 11 33.3 1 4 0 0.0 1 0 0.0 1

8 309 大洗町 22 1 4.5 19 1 5.3 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 22 1 4.5 19 1 5.3 7 0 0.0 3 0 0.0 64 16 25.0 57 16 28.1 1 3 0 0.0 1 0 0.0 1

8 310 城里町 20 3 15.0 15 2 13.3 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 20 3 15.0 15 2 13.3 28 7 25.0 24 6 25.0 60 26 43.3 51 20 39.2 1 3 0 0.0 0 0 0.0 1

8 341 東海村 41 4 9.8 40 4 10.0 8 0 0.0 8 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 33 4 12.1 32 4 12.5 70 25 35.7 59 14 23.7 88 49 55.7 58 27 46.6 1 10 1 10.0 0 0 0.0 1

8 364 大子町 16 3 18.8 13 3 23.1 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 16 3 18.8 13 3 23.1 37 10 27.0 30 9 30.0 39 9 23.1 17 3 17.6 1 6 2 33.3 1 0 0.0 1

8 442 美浦村 24 9 37.5 17 6 35.3 4 0 0.0 3 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 20 9 45.0 14 6 42.9 23 8 34.8 14 5 35.7 35 25 71.4 19 12 63.2 1 5 1 20.0 1 0 0.0 1

8 443 阿見町 48 7 14.6 48 7 14.6 6 0 0.0 6 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 42 7 16.7 42 7 16.7 40 9 22.5 40 9 22.5 58 23 39.7 58 23 39.7 1 8 1 12.5 2 0 0.0 1

8 447 河内町 14 1 7.1 13 1 7.7 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 14 1 7.1 13 1 7.7 19 5 26.3 16 3 18.8 29 11 37.9 24 7 29.2 1 3 0 0.0 1 0 0.0 1

8 521 八千代町 30 4 13.3 30 4 13.3 7 1 14.3 7 1 14.3 0 0 0.0 0 0 0.0 23 3 13.0 23 3 13.0 31 14 45.2 31 14 45.2 30 14 46.7 30 14 46.7 1 7 0 0.0 1 0 0.0 1

8 542 五霞町 10 1 10.0 10 1 10.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 10 1 10.0 10 1 10.0 25 4 16.0 25 4 16.0 0 0 0.0 0 0 0.0 1 8 1 12.5 1 0 0.0 1

8 546 境町 47 6 12.8 39 3 7.7 14 1 7.1 13 1 7.7 0 0 0.0 0 0 0.0 33 5 15.2 26 2 7.7 28 13 46.4 19 10 52.6 38 18 47.4 34 17 50.0 1 10 2 20.0 5 1 20.0 1

8 564 利根町 19 1 5.3 17 1 5.9 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 19 1 5.3 17 1 5.9 16 5 31.3 13 3 23.1 51 25 49.0 44 20 45.5 1 6 1 16.7 1 0 0.0 1

調査時点コード 2024年4月1日 その他

茨城県

係
長
相
当
職

課
長
補
佐
相
当
職

うち一般行政職

係
長
相
当
職

女
性
比
率

（％）

女
性
比
率

（％）

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

女
性
比
率

（％）

うち一般行政職

課
長
補
佐
相
当
職

女
性
比
率

（％）

うち一般行政職

女
性
比
率

（％）

女
性
比
率

（％）

うち一般行政職

課
長
相
当
職

女
性
比
率

（％）

管
理
職
総
数

次
長
相
当
職

女
性
比
率

（％）

課
長
相
当
職

問１１－１　管理職の在職状況 問１１－２　職務上の地位別職員在職状況

女
性
比
率

（％）

女
性
比
率

（％）

女
性
比
率

（％）

女
性
比
率

うち一般行政職

管
理
職
総
数

うち一般行政職

部
局
長
相
当
職

部
局
長
相
当
職

次
長
相
当
職

問１１－５

調

査

時

点

コ

ー

ド

その他その他

調

査

時

点

コ

ー

ド

問１１－２ 問１１－５　本庁の防災・危機管理部局への配置状況

うち管理職数

女
性
比
率

（％）

女
性
比
率

（％）

部
局
職
員
数

防
災
・
危
機
管
理

女
性
数

市町村４－４（3）



調査表４－５

市区町村別集計項目（地方自治体職員の通称使用・市区町村議会の議員の両立支援体制に関する調査）

議会関係は2024年7月1日（その他2024年4月1日）

問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規
定があり、認め
ている。
２．明記した規
定はないが、
運用上認めて
いる。
３．明記した規
定がなく、運用
上も認めてい
ない。
４．明記した規
定がなく、過去
に使用した事
例も判断したこ
ともない。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した
規定がある。
２．明記した
規定はない
が、運用上認
めている。
３．明記した
規定がなく、
運用上も認め
ていない。
４．明記した
規定がなく、
過去に事例が
ない。

１．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も短い。
２．労働基準
法65条の産前
産後期間と同
等。
３．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も長い。
４．期間の定
めはない。

１．産前産後
期間を明記し
た規定があ
る。
２．産前産後
期間を明記し
た規定はな
い。

１．あり
２．なし
３．その他 その他具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

23 1の合計 44 0 43 0 43 43 43 43 43 30

7 2の合計 0 39 1 43 0 0 0 0 0 1

8 3の合計 0 5 1 0 0 0 0 0 0

6 4の合計 0 0 1 1 1 1 1 0

8 201 水戸市 2 水戸市議会 1 2 1

水戸市議会会議規則

第2条 (略) 
2 議員は,出産のため出席できないときは,出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては,14週間)前の日
から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において,その期間を明らかにして,あらかじめ議長に
欠席届を提出することができる｡ 

2 1 1 1 1 1 1

8 202 日立市 1

日立市職員旧姓使用取扱要綱

第1条 この要綱は､職員(定年前再任用短時間勤務職員､会計年度任用職員を含む全ての職員｡以下同じ｡)が
婚姻､養子縁組その他の事由(以下｢婚姻等｣という｡)によって戸籍上の氏を改めた後も､引き続き婚姻等の前の
戸籍上の氏(以下｢旧姓｣という｡)を文書等に使用することに関し､必要な事項を定めるものとする｡

日立市議会 1 3 1

日立市議会会議規則第2条第2項及び第83条第2項

議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の8週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の日
から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議長
に欠席届を提出することができる｡ 
※第83条第2項は､｢議長｣を｢委員｣に､｢議長｣を｢委員長｣に替える｡

2 1 1 1 1 1 1

8 203 土浦市 1

土浦市職員旧姓使用取扱要項

第3条 職員は､旧姓を使用しようとするときは､旧姓使用申請書(様式第1号)に戸籍抄本等の戸籍上の氏の変更
を明らかにする書類の写しを添えて､任命権者に申請しなければならない｡

土浦市議会 1 2 1

土浦市議会会議規則

議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の日
から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議長
に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 204 古河市 1

古河市職員旧姓使用取扱規程

第2条 旧姓を使用できる文書等は､別表の通りとする｡ただし､次に定める文書については､旧姓を使用すること
ができない｡ 
(1)公権力の行使に関わるもの 
(2)税務署､共済組合､年金事務所､銀行その他外部の機関に支障を及ぼすおそれのあるもの 
(3)法令等により戸籍上の氏名を使用することが定められているもの 
(4)人事給与関係文書で電子計算ｼｽﾃﾑの変更が必要となるもの 
(5)その他職務遂行上又は事務処理上誤解や混乱を生ずるおそれのあるもの

古河市議会 1 2 1

古河市議会会議規則

第2条第2項 
議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の日
から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議長
に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 205 石岡市 1

石岡市職員の旧姓使用に関する規定

第3条 旧姓使用届を市長に届け出た職員は､職務遂行上又は事務処理上誤解を招くおそれのないものについ
て､旧姓を使用することができる｡

石岡市議会 1 2 1

石岡市議会規則

石岡市議会会議規則第2条第2項 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠
の場合にあっては､14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲において､その期間
を明らかにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 207 結城市 1

結城市職員の旧姓使用に関する規程

令和5年12月12日付け 訓令第17号 
第1条 この訓令は､職員が婚姻､養子縁組その他の事由(以下｢婚姻等｣という｡)によって戸籍上の氏を改めた後
も､婚姻等の前の戸籍上の氏(以下｢旧姓｣という｡)を文書等に使用することに関し､必要な事項を定めるものとす
る｡

結城市議会 1 2 1

結城市議会会議規則

(欠席の届出) 
第2条 議員は､公務､疾病､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため出席でき
ないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の日
から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議長
に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 208 龍ケ崎市 2

  

龍ｹ崎市議会 1 2 1

龍ｹ崎市議会会議規則									

第2条第2項 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14
週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あら
かじめ議長に欠席届を提出することができる｡									 
									 

2 1 1 1 1 1

8 210 下妻市 2

  

下妻市議会 1 2 1

下妻市議会会議規則

第2条 議員は､公務､疾病､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のためできない
ときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の日
から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議長
に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 211 常総市 1

常総市職員旧姓使用取扱規程

第1条 この訓令は,職員が婚姻,養子縁組その他の事由によって戸籍上の氏を改めた後も,旧姓(以前に使用して
いた氏をいう｡以下同じ｡)を職場において使用すること(以下｢旧姓使用｣という｡)に関し,必要な事項を定めるもの
とする｡ 常総市議会 1 2 1

常総市議会会議規則

(欠席の届出) 
第2条 議員は,公務,疾病,育児,看護,介護,配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため出席できな
いときは,その理由を付け,当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 議員は,出産のため出席できないときは,出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては,14週間)前の日
から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において,その期間を明らかにして,あらかじめ議長に
欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 212 常陸太田市 3

  

常陸太田市議会 1 2 1

常陸太田市議会会議規則

第2条第2項 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14
週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲において､その期間を明らかにして､あらか
じめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

茨城県

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を
欠席事由とし
て明記した規
定（産休を含
む）があるか。

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由につい
て、以下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけ
てください。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用
上認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上
も認めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がな
い。（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を
記入してください。

問１で１．を選択した場合、休暇期
間の報酬について減額の規定は
あるか。

問１で１．を選
択した場合、
出産に係る産
前産後期間の
明記はある
か。

調査時点

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

問１で１．を選
択した場合、
取得すること
が可能な休業
期間は、次の
うちどれか。

市町村４－５



問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規
定があり、認め
ている。
２．明記した規
定はないが、
運用上認めて
いる。
３．明記した規
定がなく、運用
上も認めてい
ない。
４．明記した規
定がなく、過去
に使用した事
例も判断したこ
ともない。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した
規定がある。
２．明記した
規定はない
が、運用上認
めている。
３．明記した
規定がなく、
運用上も認め
ていない。
４．明記した
規定がなく、
過去に事例が
ない。

１．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も短い。
２．労働基準
法65条の産前
産後期間と同
等。
３．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も長い。
４．期間の定
めはない。

１．産前産後
期間を明記し
た規定があ
る。
２．産前産後
期間を明記し
た規定はな
い。

１．あり
２．なし
３．その他 その他具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を
欠席事由とし
て明記した規
定（産休を含
む）があるか。

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由につい
て、以下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけ
てください。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用
上認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上
も認めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がな
い。（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を
記入してください。

問１で１．を選択した場合、休暇期
間の報酬について減額の規定は
あるか。

問１で１．を選
択した場合、
出産に係る産
前産後期間の
明記はある
か。

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

問１で１．を選
択した場合、
取得すること
が可能な休業
期間は、次の
うちどれか。

8 214 高萩市 1

高萩市職員旧姓使用取扱要綱

全条
高萩市議会 1 2 1

高萩市議会会議規則

第2条第2項 
議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の日
から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議長
に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 215 北茨城市 4

  

北茨城市議会 1 2 1

北茨城市議会会議規則

第2条 議員は､公務､疾病､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため出席でき
ないときは､その理由をつけ､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の日
から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議長
に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 216 笠間市 2 笠間市議会 1 2 1

笠間市議会会議規則

第2条第2項 議員は,出産のため出席できないときは,出産予定日の6週間(多胎妊娠の場 
合にあっては,14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内にお 
いて,その期間を明らかにして,あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

8 217 取手市 3

  

取手市議会 1 2 1

取手市議会会議規則

第2条2 議員は,出産のため出席できないときは,出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては,14週間)前
の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において,その期間を明らかにして,あらかじめ議
長に欠席届を提出することができる｡ 
第91条2 委員は,出産のため出席できないときは,出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては,14週間)
前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において,その期間を明らかにして,あらかじめ
委員長に欠席届を提出することができる｡

3

減額の規定は別にあ
るが､産前産後の期
間は適用除外と明記
している

1 1 1 1 1 1

8 219 牛久市 3 牛久市議会 1 2 1

牛久市議会会議規則

第2条 議員は､公務､疾病､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため出席でき
ないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 議員は､出産のため､出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の
日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議
長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

8 220 つくば市 1

つくば市職員旧姓使用取扱要項

第3条 職員は､旧姓を使用しようとするときは､旧姓使用申請書(様式第1号)に戸籍抄本等の戸籍上の氏の変更
を明らかにする書類の写しを添えて､所属長を経由して任命権者に申請しなければならない｡  
2 前項の規定による申請は､婚姻等による戸籍上の氏の変更があった日(新たに職員となった者が旧姓を使用し
ようとする場合にあっては,職員となった日)から起算して1月以内に行わなければならない｡ 
第4条 任命権者は､前条第1項の規定による申請があった場合において､職務遂行上又は事務処理上支障がな
いと認めるときは､旧姓の使用を承認するものとする｡

つくば市議会 1 3 1

つくば市議会会議規則､つくば市議会委員会条例

●つくば市議会会議規則 
第2条第2項 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の8週間(多胎妊娠の場合にあっては､14
週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あら
かじめ議長に欠席届を提出することができる｡ 
●つくば市議会委員会条例 
第12条第2項 委員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の8週間(多胎妊娠の場合にあっては､14
週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あら
かじめ委員長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 221
ひたちなか
市

1

ひたちなか市職員旧姓使用取扱規程

第3条 職員は､職場において旧姓を使用しようとするときは､婚姻等により戸籍上の氏を改めた後速やかに､旧姓
使用申請書(様式第1号)を､所属長を経由して任命権者に提出するものとする｡ 
第4条第1項 任命権者は､前条の規定による申請があった場合には､職務遂行上又は事務処理上の支障の有無
について審査し､旧姓の使用について承認することを決定したときは､旧姓使用承認通知書(様式第2号)により､
その旨を当該申請をした者に通知するものとする｡

ひたちなか市議会 1 2 1

ひたちなか市議会会議規則第1章第1節第2条第2項

(欠席の届出) 
第2条 
2 議員は,出産のため出席できないときは,出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては,14週間)前の日
から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において,その期間を明らかにして,あらかじめ議長に
欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

8 222 鹿嶋市 1

鹿嶋市職員旧姓使用取扱要綱

(旧姓を使用できる文書等) 
第3条 旧姓を使用することができる文書等は,次の各号に掲げるものとする｡ 
(1) 単に氏名が記載されたもの 
(2) 専ら組織内部で使用される文書等で,職務遂行上又は事務処理上支障が生じないもの 
(3) 職員の権利及び義務に係る文書等のうち,職員の同一性の確認が容易にでき,職務遂行上又は事務処理上
支障が生じないもの 
(4) 法律等に基づかないもの 
(5) その他所属長が認める軽易なもの

鹿嶋市議会 1 2 1

鹿嶋市議会会議規則

第2条第2項 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14
週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あら
かじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 223 潮来市 1

潮来市職員旧姓使用取扱規程

第1条 この訓令は,職員の互いの個性が尊重され,能力を発揮しやすい職場環境を整備するため,職員が婚姻,養
子縁組その他の事由によって戸籍上の氏を改めた後も,以前に使用していた氏(以下｢旧姓｣という｡)を職場にお
いて使用することに関し,必要な事項を定めるものとする｡

潮来市議会 1 2 1

潮来市議会会議規則

第2条第2項 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14
週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あら
かじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 224 守谷市 1

守谷市職員旧姓使用取扱要綱

第1条第1項 
この訓令は､職員が婚姻､養子縁組その他の事由によって戸籍上の氏を改めた後も､以前に使用していた氏(以
下｢旧姓｣という｡)を職場において使用することに関し､必要な事項を定めるものとする｡

守谷市議会 1 2 1

守谷市議会会議規則

第2条第2項 
議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の日
から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議長
に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

市町村４－５



問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規
定があり、認め
ている。
２．明記した規
定はないが、
運用上認めて
いる。
３．明記した規
定がなく、運用
上も認めてい
ない。
４．明記した規
定がなく、過去
に使用した事
例も判断したこ
ともない。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した
規定がある。
２．明記した
規定はない
が、運用上認
めている。
３．明記した
規定がなく、
運用上も認め
ていない。
４．明記した
規定がなく、
過去に事例が
ない。

１．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も短い。
２．労働基準
法65条の産前
産後期間と同
等。
３．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も長い。
４．期間の定
めはない。

１．産前産後
期間を明記し
た規定があ
る。
２．産前産後
期間を明記し
た規定はな
い。

１．あり
２．なし
３．その他 その他具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を
欠席事由とし
て明記した規
定（産休を含
む）があるか。

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由につい
て、以下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけ
てください。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用
上認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上
も認めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がな
い。（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を
記入してください。

問１で１．を選択した場合、休暇期
間の報酬について減額の規定は
あるか。

問１で１．を選
択した場合、
出産に係る産
前産後期間の
明記はある
か。

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

問１で１．を選
択した場合、
取得すること
が可能な休業
期間は、次の
うちどれか。

8 225 常陸大宮市 1 常陸大宮市議会 1 2 1

常陸大宮市議会会議規則

第2条第2項 議員は,出産のため出席できないときは,出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては,14週
間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において,その期間を明らかにして,あらかじ
め議長に欠席届を提出することができる｡ 
 
第84条第2項 委員は,出産のため出席できないときは,出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては,14週
間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において,その期間を明らかにして,あらかじ
め委員長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 226 那珂市 1

那珂市職員旧姓使用取扱要綱

(趣旨) 
第1条 この要綱は､職員が婚姻､養子縁組その他の事由(以下｢婚姻等｣という｡)によって戸籍上の氏を改めた後
も､引き続き婚姻等の前の戸籍上の氏(以下｢旧姓｣という｡)を職場において使用することに関して必要な事項を
定めるものとする｡ 
(適用職員) 
第2条 この要綱の規定は､一般職に属する職員(再任用職員､地方公務員法(昭和25年法律第261号)第22条の2
第1項に規定する会計年度任用職員及び同法第22条の3第4項の規定により臨時的に任用される職員を含む｡)
に適用する｡ 
(旧姓使用の範囲) 
第3条 職員は､法令等に抵触するおそれがなく､専ら組織内部で使用されている文書等で､職務遂行上又は事務
処理上支障が生じないものに限り､旧姓を使用することができる｡ただし､次に定める文書等については､旧姓を
使用することができない｡ 
(1) 公権力の行使に係るもの 
(2) 職員の権利及び義務に係るもので特別な法律関係を生じさせるおそれのあるもの 
(3) 職員の身分関係に係るもの 
(4) その他職務遂行上又は事務処理上､誤解や混乱を生ずるおそれのあるもの

那珂市議会 1 2 1

那珂市議会会議規則

規則第2条 
 
(欠席の届出) 
第2条 議員は､公務､疾病､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため出席でき
ないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の日
から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議長
に欠席届を提出することができる｡ 2 1 1 1 1 1 1

8 227 筑西市 3 筑西市議会 1 2 1

筑西市議会会議規則

第2条 2 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)
前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじ
め議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 228 坂東市 4 坂東市議会 1 2 1

坂東市議会会議規則

第2条第2項 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14
週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あら
かじめ議長に届け出ることができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 229 稲敷市 4

  

稲敷市議会 1 2 1

稲敷市議会会議規則

第2条                                                     2 議員は､出産のために出席できないときは､出産予定日の6週
間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲におい
て､その期間を明らかにして､あらかじめ､議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 230
かすみがうら
市

2

  

かすみがうら市議
会

1 3 1

かすみがうら市議会会議規則

(欠席の届出)第2条 議員は､公務､疾病､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他やむ得ない事由のた
め､出席できないときには､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡2 議員
は､出産のため出席できないときは､出産予定日の8週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の日から当
該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議長に欠席
届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

常陸大宮市職員旧姓使用取扱要綱

(趣旨) 
第1条 この要綱は,職員が婚姻,養子縁組その他の事由(以下｢婚姻等｣という｡)によって戸籍上の氏を改めた後
も,引き続き婚姻等の前の戸籍上の氏(以下｢旧姓｣という｡)を職場において使用することに関し,必要な事項を定
めるものとする｡ 
(適用職員) 
第2条 この要綱の規定は,一般職に属する職員(地方公務員法(昭和25年法律第261号)第22条の4第1項並びに
第22条の5第1項及び第2項の規定により採用される職員,同法第22条の2第1項に規定する会計年度任用職員
及び同法第22条の3第4項の規定により臨時的に任用される職員を含む｡)に適用する｡ 
(旧姓使用の範囲) 
第3条 旧姓を使用できる文書等の基準は,次に掲げるものとする｡ 
(1) 職員名簿,名札等単に氏名が記載されたもの 
(2) 法令等に抵触するおそれがなく,専ら組織内部で使用されている文書等で,職務遂行上又は事務処理上,支障
がないと認められるもの 
(3) 法令等に基づかない通知文等で,職務遂行上又は事務処理上,誤解や混乱を生じさせるおそれのないもの 
2 公権力の行使に係るもので氏名を明らかにする必要のあるもの,職員の身分関係を規定するもの,職員の権利
又は義務に係るもので特別な法律関係を生じさせるおそれのあるもの,その他職務遂行上又は事務処理上誤解
や混乱を生じさせるおそれのあるもの等については,旧姓を使用することはできない｡ 
(旧姓使用の届出) 
第4条 職員は,旧姓を使用するときは,旧姓使用届(様式第1号)を市長に提出しなければならない｡ 
(旧姓使用の中止) 
第5条 旧姓を使用している職員は,旧姓の使用を中止しようとするときは,旧姓使用中止届(様式第2号)を市長に
提出しなければならない｡ 
(旧姓使用者の責務) 
第6条 旧姓を使用する職員は,旧姓を使用するに当たり,市民及び職員に誤解又は混乱を生じさせないように努
めなければならない｡ 
2 所属長は,所属職員の旧姓使用に当たり,その適切な運用と公務の円滑な運営に努めなければならない｡ 
(補則) 
第7条 この要綱に定めるもののほか,必要な事項は,別に定める｡ 
附 則 
この訓令は,公布の日から施行する｡ 
附 則(令和3年訓令第51号) 
この訓令は,令和3年10月1日から施行する｡ 
附 則(令和5年訓令第8号) 
この訓令は,令和5年4月1日から施行する｡

市町村４－５



問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規
定があり、認め
ている。
２．明記した規
定はないが、
運用上認めて
いる。
３．明記した規
定がなく、運用
上も認めてい
ない。
４．明記した規
定がなく、過去
に使用した事
例も判断したこ
ともない。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した
規定がある。
２．明記した
規定はない
が、運用上認
めている。
３．明記した
規定がなく、
運用上も認め
ていない。
４．明記した
規定がなく、
過去に事例が
ない。

１．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も短い。
２．労働基準
法65条の産前
産後期間と同
等。
３．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も長い。
４．期間の定
めはない。

１．産前産後
期間を明記し
た規定があ
る。
２．産前産後
期間を明記し
た規定はな
い。

１．あり
２．なし
３．その他 その他具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を
欠席事由とし
て明記した規
定（産休を含
む）があるか。

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由につい
て、以下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけ
てください。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用
上認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上
も認めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がな
い。（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を
記入してください。

問１で１．を選択した場合、休暇期
間の報酬について減額の規定は
あるか。

問１で１．を選
択した場合、
出産に係る産
前産後期間の
明記はある
か。

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

問１で１．を選
択した場合、
取得すること
が可能な休業
期間は、次の
うちどれか。

8 231 桜川市 3

  

桜川市議会 1 2 1

桜川市議会会議規則

第2条第2項 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合に遭っては､14
週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲において､その期間を明らかにして､あらか
じめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 232 神栖市 3

  

神栖市議会 1 3 1

神栖市市議会規則

(欠席の届出) 
第2条 略 
2  議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の8週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の
日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議
長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 233 行方市 2 行方市議会 1 2 1

行方市議会会議規則

第2条 議員は,公務,疾病,育児,看護,介護,配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため出席できな
いときは,その理由を付け,当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 議員は,出産のため出席できないときは,出産予定日の8週間(多胎妊娠の場合にあっては,14週間)前の日
から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において,その期間を明らかにして,あらかじめ議長に
欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

8 234 鉾田市 4 鋒田市議会 1 2 1

鉾田市市議会会議規則

第2条第2項 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14
週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あら
かじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

8 235
つくばみらい
市

1

つくばみらい市職員旧姓使用取扱要綱

職員旧姓使用取扱要綱として規定しているため全ての部分で規定している｡

つくばみらい市議
会

1 2 1

つくばみらい市議会委員会条例

第12条 委員は､公務､疾病､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため欠席､遅
刻又は早退するときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに委員長に届け出なければならない｡ 
 
2 委員は､出産のため欠席するときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の日か
ら当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ委員長
に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

8 236 小美玉市 1

小美玉市職員旧姓使用取扱要綱

第二条 職員は､法令等の規定に反するおそれのない､専ら職員間で使用している文書等について､職務遂行上
又は事務処理上著しい支障を生じないものに限り､旧姓を使用することができる｡ただし､次に定める文書等につ
いては､旧姓を使用することができない｡ 
(1)公権力の行使に係るもの 
(2)職員の権利･義務に係るもの等で特別な法律関係を生じさせるおそれのあるもの 
(3)税務署､共済組合､退職手当組合､年金事務所､銀行その他外部の機関に支障を及ぼすおそれのあるもの 
(4)法令等により戸籍上の氏名を使用することが定められているもの 
(5)職員の身分関係に係るもの 
(6)その他職務遂行上又は事務処理上誤解や混乱を生ずるおそれのあるもの

小美玉市議会 1 2 1

小美玉市議会会議規則

第2条第2項 議員は､出産するため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､
14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あ
らかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

8 302 茨城町 1

茨城町職員旧姓使用取扱要綱

第1条 この訓令は,職員が婚姻,養子縁組その他の事由によって戸籍上の氏を改めた後も,以前に使用していた
氏(以下｢旧姓｣という｡)を職場において使用することに関し必要な事項を定めるものとする｡ 茨城町議会 1 2 1

茨城町議会会議規則

第2条 議員は,公務,傷病,出産,育児,看護,介護,配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため出席で
きないときは,その理由を付け,当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 前項の規定にかかわらず,議員が出産のため出席できないときは,出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合に
あっては,14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において,その期間を明らか
にして,あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 309 大洗町 1

大洗町職員旧姓使用取扱要綱

第1条 この訓令は,職員が婚姻,養子縁組その他の事由によって戸籍上の氏を改めた後も,以前に使用していた
氏(以下｢旧姓｣という｡)を職場において使用することに関し,必要な事項を定めるものとする｡

大洗町議会 1 2 1

大洗町議会会議規則

(欠席の届出) 
第2条  
2 前項の規定にかかわらず,議員が出産のため出席できないときは,出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合に
あつては,14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過するまでの範囲内において,その期間を明らかに
して,あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡								 
								 

2 1 1 1 1 1

8 310 城里町 1

城里町職員の旧姓使用に関する規程

(職員及び所属長の責務) 
第7条 旧姓を使用している職員は､旧姓を使用するに当たっては､町民及び職員に誤解又は混乱を生じさせない
ように努めなければならない｡ 
2 所属長は､所属職員の旧姓使用に関し､適切な運用が図られるよう努めなければならない｡

城里町議会 1 2 1

城里町議会会議規則

(欠席の届出) 
第2条 議員は,公務,傷病,出産,育児,看護,介護,配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため議会に
出席できないときは,その理由を付け,当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 前項の規定にかかわらず,議員が出産のため出席できないときは,出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合に
あっては,14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲において,その期間を明らかに
して,あらかじめ議長に欠席届を提出できる｡

2 1 1 1 1 1 1

市町村４－５



問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規
定があり、認め
ている。
２．明記した規
定はないが、
運用上認めて
いる。
３．明記した規
定がなく、運用
上も認めてい
ない。
４．明記した規
定がなく、過去
に使用した事
例も判断したこ
ともない。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した
規定がある。
２．明記した
規定はない
が、運用上認
めている。
３．明記した
規定がなく、
運用上も認め
ていない。
４．明記した
規定がなく、
過去に事例が
ない。

１．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も短い。
２．労働基準
法65条の産前
産後期間と同
等。
３．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も長い。
４．期間の定
めはない。

１．産前産後
期間を明記し
た規定があ
る。
２．産前産後
期間を明記し
た規定はな
い。

１．あり
２．なし
３．その他 その他具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を
欠席事由とし
て明記した規
定（産休を含
む）があるか。

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由につい
て、以下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけ
てください。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用
上認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上
も認めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がな
い。（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を
記入してください。

問１で１．を選択した場合、休暇期
間の報酬について減額の規定は
あるか。

問１で１．を選
択した場合、
出産に係る産
前産後期間の
明記はある
か。

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

問１で１．を選
択した場合、
取得すること
が可能な休業
期間は、次の
うちどれか。

8 341 東海村 1

東海村職員の旧姓使用に係る取扱規則

(趣旨)第1条 この規則は,職員が婚姻,養子縁組その他の事由により,戸籍上の氏を改めた後も,戸籍上の氏を改
める前の戸籍上の氏(以下｢旧姓｣という｡)を引き続き文書等に使用することに関し,必要な事項を定めるものとす
る｡

東海村議会 1 2 1

東海村議会会議規則

第2条第2項 前項の規定にかかわらず,議員が出産のため会議に出席できないときは,出産予定日の6週間
(多胎妊娠の場合にあっては,14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内におい
て,その期間を明らかにして,あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 364 大子町 2 大子町議会 1 2 1

大子町議会会議規則

第2条2 前項規定にかかわらず､議員が出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠にあ
たっては､14週間)前の日から当該出産の日後､8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明ら
かにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

8 442 美浦村 1

美浦村職員旧姓使用取扱要綱

(趣旨) 
第1条 この要綱は､職員が婚姻､養子縁組その他の事由によって戸籍上の氏を改めた後も､以前に使用していた
氏(以下｢旧姓｣という｡)を職場において使用することに関し､必要な事項を定めるものとする｡ 
(適用職員) 
第2条 この要綱の規定は､一般職に属する職員(再任用職員を含む｡)に適用する｡ただし､地方公務員(昭和25年
法律第261号)第22条の2第1項に規定する会計年度任用職員を除く｡

美浦村議会 1 2 1

美浦村議会会議規則

(欠席の届出) 
第2条 議員は､公務､傷病､出産､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため出
席できないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
 2 前項の規定にかかわらず､議院が出産のために出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場
合にあっては､14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を
明らかにして､あらかじめ議長に欠席届を出すことができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 443 阿見町 3 阿見町議会 1 2 1

阿見町議会会議規則

(欠席の届出) 
第2条 議員は､公務､傷病､出産､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため出
席できないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 前項の規定にかかわらず､議員が出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合
にあっては､14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明ら
かにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 447 河内町 1

河内町職員旧姓使用取扱要綱

(目的)第1条 この要綱は､職員が婚姻､養子縁組その他の事由によって戸籍上の氏を改めた後も､改める前の氏
を職場において使用することに関し､必要な事項を定めることを目的とする｡(適用職員)第2条 この要綱の規定
は､一般職に属する職員(再任用職員及び地方公務員法第22条の3の規定により臨時的に任用される職員を含
む｡)に適用する｡ただし､同法第22条の2第1項に規定する会計年度任用職員を除く｡

河内町議会 1 3 2 2 4 4 4 4 4

8 521 八千代町 4 八千代町議会 1 2 1

八千代町議会会議規則

(欠席の届出) 
第2条 議員は､公務､傷病､出産､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため出
席できないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 前項の規定にかかわらず､議員が出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合
にあつては､14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明
らかにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡ 

2 1 1 1 1 1

8 542 五霞町 1

五霞町職員旧姓使用規定

第1条 この訓令は､職員が互いに個性を尊重し､能力を発揮しやすい職場環境の整備を図るため､職員が婚姻･
養子縁組その他の事由(以下｢婚姻等｣という｡)によって戸籍上の氏を改めた後も､引き続き婚姻等の前の戸籍上
の氏(以下｢旧姓｣という｡)を文書等(職務上作成する文書及び電磁的記録をいう｡以下同じ)に使用する場合の手
続きに関し必要な事項を定めるものとする｡

五霞町議会 1 2 1

五霞町議会会議規則

(欠席の届出) 
第2条 議員は､公務､傷病､出産､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため出
席できないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 前項の規定にかかわらず､議員が出産のため会議に出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠
の場合にあっては､14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期
間を明らかにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

8 546 境町 3 境町議会 1 2 1

境町議会会議規則

第2条2項 議員が出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週
間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにして､あらか
じめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 2

8 564 利根町 4 利根町議会 1 2 1

利根町議会会議規則

(欠席の届出) 
第2条 前項の規定にかかわらず,議員が出産のため出席できないときは,出産予定日の6週間(多胎妊娠の場
合にあっては,14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において,その期間を明
らかにして,あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

市町村４－５



調査表４－５

市区町村別集計項目（市区町村議会の議員の両立支援体制に関する調査） 茨城県

議会関係は2024年7月1日（その他2024年4月1日）

問１２－８ 問１２－９ 問１２－１０ 問１２－１２ 問１２－１３ 問１２－１４ 問１２－１５ 問１２－１６ 問１２－１７ 問１２－１８ 問１３ 問１３－１

１．人員及び
場所の設置ま
たは提供がさ
れている。（臨
時のものも含
む）
２．保育に必
要な場所の設
置または提供
がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．専用の場
所が設置され
ている。（常
設）
２．授乳等に
必要な場所の
設置または提
供がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
取り組む予定
である。
３．行っておら
ず、今後、取
り組む予定も
ない。

１
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
に
関
す
る
規
定

(

倫
理

規
定
等

)

が
あ
る

２
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関
す
る
議
員
向
け
相
談
窓

口
を
設
置
し
て
い
る

３
．
そ
の
他

その他内容

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
行う予定であ
る。
３．行っておら
ず、今後、行
う予定もな
い。

１．研修におい
て利用してい
る。
２．研修におい
て利用していな
い又は現在は
研修を行ってい
ないが、今後行
う研修で利用
予定である。
 ３．研修におい
て利用していな
い又は現在は
研修を行ってお
らす、今後行う
研修で利用す
る予定もない。

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
取り組む予定
である。
３．行っておら
ず、今後、取
り組む予定も
ない。

１．明記した規
定があり、認
めている。
２．明記した規
定はないが、
運用上認めて
いる。
３．明記した規
定がなく、運
用上も認めて
いない。
４．明記した規
定がなく、過
去に使用した
事例も判断し
たこともない。

１．位置づけ
られた規定が
ある。
２．位置づけ
られていな
い。
３．その他（不
明等）

0 0 10 14 3 1 3 6

2 5 10 9 9 3 5 38

0 0 24 21 11 40 0 0

42 39 36

8 201 水戸市 4 4 1 1 2

水戸市議会ﾊﾗｽﾒﾝﾄの根絶に関する条例

上記条例を御参照ください｡ 
2 3 3 2 2

8 202 日立市 4 4 3 3 3 4 2

8 203 土浦市 4 4 3 3 2 4 1

土浦市地域防災計画

3-5被災者生活支援 
(1)総合窓口の設置 
災害発生時に､被災者からのﾆｰｽﾞ把握､生活再建支援､住
宅確保､福祉､り災証明書の発行などの支援策の手続きや
相談業務を実施するため､総合相談窓口を設置する｡ 
(中略) 
1)総合相談窓口の設置場所等 
設置場所:本庁舎2階 男女共同参画ｾﾝﾀｰ研修室1･2 
開設･調整業務 市民生活部 
 

8 204 古河市 4 4 3 3 3 4 2

8 205 石岡市 4 4 1 3

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止条例の制定
に向け協議している

1 2 3 4 2

8 207 結城市 4 4 1 1 2

結城市ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止条例

(目的) 
第1条 この条例は､職場におけるﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止のための
措置及びﾊﾗｽﾒﾝﾄに起因する問題への被害者に配慮した
適切な対応を行うことにより､職員､市長等及び議員が身
分､職位及び職責にかかわらず､互いに信頼し､人権を尊重
することで､もってそれぞれの能力を発揮することができる
良好な職場環境を確立することを目的とする｡ 
(議長及び議員の責務) 
第4条 議長は､議員がその能力を十分に発揮して活動でき
る環境を確保するため､議員に対するﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止に努
めるとともに､ﾊﾗｽﾒﾝﾄに起因して議員が活動できる環境を
害され､又は議員に不利益が生じた場合は､ﾊﾗｽﾒﾝﾄを受け
た議員に配慮しつつ､必要な措置を迅速かつ適切に講じな
ければならない｡ 
2 議員は､市民の代表者として､市政に携わる権能及び責
務を自覚するとともに常に高い倫理観を持ち､ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防
止に努めなければならない｡

2 3 3 4

女性のための連続講座｢議会を知ろ
う!｣の実施

2

8 208 龍ケ崎市 4 4 3 1 1 3 4 2

8 210 下妻市 4 4 3 3 3 4 2

8 211 常総市 4 4 2 2 3 3 4

特になし

1

①常総市地域防災計画 ②常総市国土強靭化地域計画

①第3編 震災応急対策編 第1章 初動対応 第2節 災害対
策本部分掌事務ｰ女性相談窓口の設置に関すること②5.1
推進方針(1)行政機能(男女共同参画の視点にたった防災
体制の確立)被災者ごとのﾆｰｽﾞの違いや多様な視点を考
慮した災害対策を進めるため､防災に関する方針決定や防
災の現場への女性の参画を促進し､男女共同参画の視点
にたった防災体制の確立を図ります｡

調査時点

議員の利用す
ることのでき
る保育施設等
が議会に設置
または提供さ
れているか。

議員の利用す
ることのでき
る授乳室等が
議会に設置ま
たは提供され
ているか。
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市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査

議会における
ハラスメント防
止に関する取
組（ハラスメン
ト防止に関す
る議員向け研
修を除く。）を
行っています
か。

問１２－１０で１．を選択した場合、行っている取組み
は、次のうちどれか。

問１２－１１で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

男女共同参画
に関する研修
（ハラスメント
防止に関する
もの以外）を
行っています
か。

ハラスメント防
止に関する議
員向け研修を
行っています
か。

当該研修にお
いて、令和４年
４月に内閣府
が公表した教
材動画「政治分
野におけるハラ
スメント防止研
修教材」を利用
している又は利
用する予定は
ありますか。

問１６で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

9 2 1

問12－１１

議会におい
て、通称又は
旧姓の使用を
認めています
か。

政治分野の男女共同参画のた
めに実施していることがあればご
記入ください。

地域防災計画や避難所運営に関する指針（手引き・ガイドラインを含
む）における具体的な役割

左記で、１．を選択した場合
該当部分の規定を記入してください。

男女共同参画
担当部局又は
男女共同参画
センターの具
体的な役割が
明確に位置づ
けられている
か。

市町村４－５ (2)



問１２－８ 問１２－９ 問１２－１０ 問１２－１２ 問１２－１３ 問１２－１４ 問１２－１５ 問１２－１６ 問１２－１７ 問１２－１８ 問１３ 問１３－１

１．人員及び
場所の設置ま
たは提供がさ
れている。（臨
時のものも含
む）
２．保育に必
要な場所の設
置または提供
がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．専用の場
所が設置され
ている。（常
設）
２．授乳等に
必要な場所の
設置または提
供がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
取り組む予定
である。
３．行っておら
ず、今後、取
り組む予定も
ない。
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．
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る
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員
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け
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口
を
設
置
し
て
い
る

３
．
そ
の
他

その他内容

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
行う予定であ
る。
３．行っておら
ず、今後、行
う予定もな
い。

１．研修におい
て利用してい
る。
２．研修におい
て利用していな
い又は現在は
研修を行ってい
ないが、今後行
う研修で利用
予定である。
 ３．研修におい
て利用していな
い又は現在は
研修を行ってお
らす、今後行う
研修で利用す
る予定もない。

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
取り組む予定
である。
３．行っておら
ず、今後、取
り組む予定も
ない。

１．明記した規
定があり、認
めている。
２．明記した規
定はないが、
運用上認めて
いる。
３．明記した規
定がなく、運
用上も認めて
いない。
４．明記した規
定がなく、過
去に使用した
事例も判断し
たこともない。

１．位置づけ
られた規定が
ある。
２．位置づけ
られていな
い。
３．その他（不
明等）

議員の利用す
ることのでき
る保育施設等
が議会に設置
または提供さ
れているか。

議員の利用す
ることのでき
る授乳室等が
議会に設置ま
たは提供され
ているか。
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市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査

議会における
ハラスメント防
止に関する取
組（ハラスメン
ト防止に関す
る議員向け研
修を除く。）を
行っています
か。

問１２－１０で１．を選択した場合、行っている取組み
は、次のうちどれか。

問１２－１１で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

男女共同参画
に関する研修
（ハラスメント
防止に関する
もの以外）を
行っています
か。

ハラスメント防
止に関する議
員向け研修を
行っています
か。

当該研修にお
いて、令和４年
４月に内閣府
が公表した教
材動画「政治分
野におけるハラ
スメント防止研
修教材」を利用
している又は利
用する予定は
ありますか。

問１６で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問12－１１

議会におい
て、通称又は
旧姓の使用を
認めています
か。

政治分野の男女共同参画のた
めに実施していることがあればご
記入ください。

地域防災計画や避難所運営に関する指針（手引き・ガイドラインを含
む）における具体的な役割

左記で、１．を選択した場合
該当部分の規定を記入してください。

男女共同参画
担当部局又は
男女共同参画
センターの具
体的な役割が
明確に位置づ
けられている
か。

8 212 常陸太田市 4 4 3 1 2 3 4
なし

2

8 214 高萩市 4 2 3 2 2 3 4 2

8 215 北茨城市 4 4 3 2 3 3 1

先例集(北茨城市議会の先例･申し合わせ事項)

156 議員活動における通称名使用については､議長に申し
出を行い､許可を得るものとする｡

2

8 216 笠間市 4 4 2 1 1 3 4 2

8 217 取手市 2 2 3 1 2 3 2

･女性議員による議会改革特別委
員会を設置して検討を行い､女性が
議員として参画しやすくなるよう議会
改革を推進｡(議会の欠席事由に｢出
産､出産立会い､育児､介護､看護
等｣を明文規定｡乳幼児を連れての
傍聴自由化｡議会棟に､育児や授乳
ができるｽﾍﾟｰｽを割り当てたり､小児
が利用しやすいﾄｲﾚの改修の実施､
誰もが政治参画しやすくなるよう法
整備を求める意見書等の国への提
出等) ･会議規則及び委員会条例を
改正し､ｵﾝﾗｲﾝ委員会を多数開催｡
さらにｵﾝﾗｲﾝ出席要件に､委員自ら
の疾病や妊娠､出産､家族等の介
護･看護等､欠席の事由に該当する
場合において､ｵﾝﾗｲﾝでの出席が可
能な場合は､委員長の許可により認
める改正も行った｡ ･在宅等でも本
会議に参加するための仕組みづくり
を､官･民･学で連携し取り組んでい
る｡(ﾃﾞﾓﾃｯｸ宣言)

2

8 219 牛久市 4 4 1 1

牛久市議会議員政治倫理条例

第4条 議員は､その地位を利用して嫌がらせをし､強制し､
又は圧力をかける行為をしてはならない｡また､人権侵害の
おそれのあるすべてのﾊﾗｽﾒﾝﾄ行為をしてはならない｡ 
2 議員は､その政治活動において虚偽の事実や誹謗中傷
の発言又は情報発信により､他人の名誉を毀損する行為を
してはならない｡

1 3 3 1

なし

1

219

8 220 つくば市 4 2 2 1 2 1 2

つくば市議会会議規則の一部を改
正して､会議において議員がｵﾝﾗｲﾝ
会議ｼｽﾃﾑにより質問を実施できる
ようになり､仕事と育児の両立支援
につながっている｡

2

8 221
ひたちなか
市

4 4 3 3 3 4 2

牛久市地域防災計画

第1節災害に備えた組織づくり 
本市及び各防災関係機関は､総合的な防災体制を確立す
るため､各種の防災組織･体制を整備あるいは支援します｡
また､各防災組織は､男女双方の視点に配慮した防災を進
めるため､各組織に女性の参画を積極的に図り防災活動を
展開することとします｡ 
2)防災ﾘｰﾀﾞｰの育成 
ｱ自主防災組織の中核となるﾒﾝﾊﾞｰを確保するため､また､
男女の幅広い世代の人材を育成するため､講演会･講習会
等を開催し､｢防災ﾘｰﾀﾞｰ｣を育成します｡特に少子高齢化社
会においては､次代を担う人材の育成が急務であることか
ら､教育や防災訓練を通じて､早くから｢自分の暮らす地域
を守っていく｣という意識を醸成し､次代を担う人材を育成し
ます｡ 
8.防災教育･防災訓練の実施 
東日本大震災及び阪神･淡路大震災では､地震に対する認
識や備えの不足が被害を大きくした一つの要素とされてい
ます｡地震の性質や地域の地震危険度を正しく認識したう
えで､地震発生時の対応についても習熟しているかどうか
が､被害の軽減に大きく影響します｡なお､防災教育及び防
災訓練の実施にあたっては､被災時の男女のﾆｰｽﾞの違い
等男女双方の視点に十分配慮するよう努めます｡ 
7)避難場所の運営 
各行政区長等の意見を聞きながら男女それぞれの責任者
を定め､施設管理者との密接な連携を保ちながら､次の事
項について的確に行います｡ 
ｱ避難場所での秩序の維持(班の編成等)と衛生管理(仮設ﾄ
ｲﾚ等) 
ｲ避難者に対する情報伝達ｺﾐｭﾆﾃｨｰFM放送(85.4MHZ)､市
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ､かっぱﾒｰﾙ､市と提携した民間放送､ﾐﾆ広報誌､
伝言板を利用します｡ 
ｳ避難場所でのﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰの配慮(授乳室､男女別のﾄｲﾚ､物
干し場､更衣室等) 
ｴ仮設住宅等の応急対策状況の周知徹底 
ｵ災害対策本部長への報告各避難場所の責任者は､避難
場所の情報を逐一､本部長(市長)に携帯電話､ﾌｧｯｸｽ等に
より連絡します｡必要に応じて､ﾃﾞｼﾞﾀﾙ移動系無線機を活用
します｡ 
ｶ男女のﾆｰｽﾞの違いなど男女双方の視点に立った避難場
所の運営

牛久市議会議員の通称等使用の取扱いに関する訓令

(趣旨) 
第1条 この訓令は､牛久市議会議員(以下｢議員｣という｡)が
議会において使用する氏名について､公職選挙法施行令
(昭和25年政令第89号)第89条第5項において準用する同
令第88条第8項の規定により認定を受けた通称又は旧漢
字を新漢字に改めた氏名(以下｢通称名｣という｡)を使用す
ること､及び議員が婚姻､養子縁組等の事由(以下｢婚姻等｣
という｡)により戸籍の氏を改めた後引き続き､又は一定期間
経過後婚姻等の前の戸籍の氏を使用することについて､必
要な事項を定めるものとする｡ 
(通称等使用申請) 
第2条 議員は､通称名又は婚姻等の前の戸籍の氏(以下｢
通称等｣という｡)を使用しようとするときは､通称等使用申請
書(様式第1号)を議長に提出し､承認を得なければならな
い｡ 
(承認の通知) 
第3条 議長は､前条の規定により通称等の使用を承認した
ときは､通称等使用承認通知書(様式第2号)により､当該議
員に通知するものとする｡ 
2 議員は､前項の規定による議長の承認を受けたときは､
次に掲げる事項を除き､通称等を使用することができるもの
とする｡ 
(1) 履歴に関する届出書類 
(2) 身分に関する証明書類 
(3) 辞職願 
(4) 議員報酬､期末手当等の支給に関する書類 
(5) 源泉徴収票の名義 
(6) 団体傷害補償制度加入申請書 
(7) 人間ﾄﾞｯｸ受診関係書類 
(8) 海外渡航関係書類 
(9) 市議会議員共済会に関する各種届出書 
(10) 在職証明書等各種証明書 
(11) 叙勲等表彰の申請書類 
(12) その他通称等使用によって実務上の混乱が生ずるお
それがあると議長が認めるもの 
 

市町村４－５ (2)



問１２－８ 問１２－９ 問１２－１０ 問１２－１２ 問１２－１３ 問１２－１４ 問１２－１５ 問１２－１６ 問１２－１７ 問１２－１８ 問１３ 問１３－１

１．人員及び
場所の設置ま
たは提供がさ
れている。（臨
時のものも含
む）
２．保育に必
要な場所の設
置または提供
がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．専用の場
所が設置され
ている。（常
設）
２．授乳等に
必要な場所の
設置または提
供がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
取り組む予定
である。
３．行っておら
ず、今後、取
り組む予定も
ない。

１
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
に
関
す
る
規
定

(

倫
理

規
定
等

)

が
あ
る

２
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関
す
る
議
員
向
け
相
談
窓

口
を
設
置
し
て
い
る

３
．
そ
の
他

その他内容

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
行う予定であ
る。
３．行っておら
ず、今後、行
う予定もな
い。

１．研修におい
て利用してい
る。
２．研修におい
て利用していな
い又は現在は
研修を行ってい
ないが、今後行
う研修で利用
予定である。
 ３．研修におい
て利用していな
い又は現在は
研修を行ってお
らす、今後行う
研修で利用す
る予定もない。

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
取り組む予定
である。
３．行っておら
ず、今後、取
り組む予定も
ない。

１．明記した規
定があり、認
めている。
２．明記した規
定はないが、
運用上認めて
いる。
３．明記した規
定がなく、運
用上も認めて
いない。
４．明記した規
定がなく、過
去に使用した
事例も判断し
たこともない。

１．位置づけ
られた規定が
ある。
２．位置づけ
られていな
い。
３．その他（不
明等）

議員の利用す
ることのでき
る保育施設等
が議会に設置
または提供さ
れているか。

議員の利用す
ることのでき
る授乳室等が
議会に設置ま
たは提供され
ているか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市
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村

コ

ー

ド
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町

村

名

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査

議会における
ハラスメント防
止に関する取
組（ハラスメン
ト防止に関す
る議員向け研
修を除く。）を
行っています
か。

問１２－１０で１．を選択した場合、行っている取組み
は、次のうちどれか。

問１２－１１で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

男女共同参画
に関する研修
（ハラスメント
防止に関する
もの以外）を
行っています
か。

ハラスメント防
止に関する議
員向け研修を
行っています
か。

当該研修にお
いて、令和４年
４月に内閣府
が公表した教
材動画「政治分
野におけるハラ
スメント防止研
修教材」を利用
している又は利
用する予定は
ありますか。

問１６で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問12－１１

議会におい
て、通称又は
旧姓の使用を
認めています
か。

政治分野の男女共同参画のた
めに実施していることがあればご
記入ください。

地域防災計画や避難所運営に関する指針（手引き・ガイドラインを含
む）における具体的な役割

左記で、１．を選択した場合
該当部分の規定を記入してください。

男女共同参画
担当部局又は
男女共同参画
センターの具
体的な役割が
明確に位置づ
けられている
か。

8 222 鹿嶋市 4 4 2 1 1 3 4 1

鹿嶋市地域防災計画

第2章 地震災害予防計画 
第1節 災害対策に携わる組織の整備 
【留意点】 
(3)男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立 
 市は､男女双方の視点に配慮した防災を進めるため､防災
に関する政策･方針決定過程及び防災の現場における女
性の参画の拡大を積極的に図っておくことが必要である｡ 
 
【対策】 
(2)市の活動体制の整備 
 市は､災害時の応急対策活動を円滑に行えるよう､日頃か
ら研修会等を通じ､職員に対し災害時の役割と体制の周知
徹底を図るとともに､地域防災計画に基づき､災害応急対策
に関する活動要領(ﾏﾆｭｱﾙ､手引き等)の整備を図っていくも
のとする｡ 
 この際､業務継続計画(BCP)を策定することなどにより､首
長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制､本庁舎
が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定､電気･水･食
料等の確保､災害時にもつながりやすい多様な通信手段の
確保､重要な行政ﾃﾞｰﾀのﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ並びに非常時優先業務
の整理について定めておくものとする｡ 
 また､市の各部課は､災害時に他の部課とも円滑に連携が
図れるよう､情報交換を緊密に行うとともに､研修及び訓練
等を共同で行うなど部局間の連携体制を整備しておくもの
とする｡

8 223 潮来市 4 4 3 3 3 4 2

8 224 守谷市 4 4 3 3 3 2 2

8 225 常陸大宮市 4 4 3 3 3 4 2

8 226 那珂市 4 4 2 1 3 3 4 2

8 227 筑西市 4 4 3 1 3 3 4
特になし

2

8 228 坂東市 4 2 3 2 3 3 4 2

8 229 稲敷市 2 2 2 1 2 2 1

稲敷市議会議員の通称名等の使用に関する規程

第2条 議員は､議会において使用する氏名について､次の
各号のいずれかに該当する場合は､それぞれ当該各号に
定める通称等(以下｢通称名等｣という｡)を使用することがで
きる｡                                           (1)公職選挙法施行令
(昭和25年政令89号)第89条第5項において準用する同令
第88条第8項の認定を受けた場合 当該認定を受けた通称
(2)婚姻､養子縁組等の事由により戸籍上の氏に変更が
あった場合 変更前の氏

2

8 230
かすみがうら
市

4 4 1 1

かすみがうら市議会議員の政治倫理条例

(政治倫理基準)第3条 議員は､市政に携わる責務を深く自
覚し､人格及び倫理の向上に努めるため､次に掲げる政治
倫理基準を遵守しなければならない｡(8)ｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ､
ﾊﾟﾜｰ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ等､その他のその地位を利用して嫌がらせを
し､強制し､又は圧力をかける行為及び人権侵害のおそれ
のある行為をしないこと｡

3 3 4 2

8 231 桜川市 4 4 1 1

桜川市議会基本条例

第20条2 調査､質問など政務活動においては､ｾｸｼｬﾙﾊﾗｽﾒ
ﾝﾄやﾊﾟﾜｰﾊﾗｽﾒﾝﾄなど､立場上生じ易い圧力行為を慎むよ
う留意する必要がある｡

3 3 4 2

8 232 神栖市 4 4 1 1

神栖市議会議員政治倫理条例

(人権侵害のおそれのある行為の禁止) 
第4条 議員は､その地位を利用して嫌がらせをし､強制又は
圧力をかける行為をしてはならない｡人権侵害のおそれの
あるすべてのﾊﾗｽﾒﾝﾄ行為についても同様とする｡

3 3 4 2

市町村４－５ (2)



問１２－８ 問１２－９ 問１２－１０ 問１２－１２ 問１２－１３ 問１２－１４ 問１２－１５ 問１２－１６ 問１２－１７ 問１２－１８ 問１３ 問１３－１

１．人員及び
場所の設置ま
たは提供がさ
れている。（臨
時のものも含
む）
２．保育に必
要な場所の設
置または提供
がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．専用の場
所が設置され
ている。（常
設）
２．授乳等に
必要な場所の
設置または提
供がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
取り組む予定
である。
３．行っておら
ず、今後、取
り組む予定も
ない。

１
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
に
関
す
る
規
定

(

倫
理

規
定
等

)

が
あ
る

２
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関
す
る
議
員
向
け
相
談
窓

口
を
設
置
し
て
い
る

３
．
そ
の
他

その他内容

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
行う予定であ
る。
３．行っておら
ず、今後、行
う予定もな
い。

１．研修におい
て利用してい
る。
２．研修におい
て利用していな
い又は現在は
研修を行ってい
ないが、今後行
う研修で利用
予定である。
 ３．研修におい
て利用していな
い又は現在は
研修を行ってお
らす、今後行う
研修で利用す
る予定もない。

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
取り組む予定
である。
３．行っておら
ず、今後、取
り組む予定も
ない。

１．明記した規
定があり、認
めている。
２．明記した規
定はないが、
運用上認めて
いる。
３．明記した規
定がなく、運
用上も認めて
いない。
４．明記した規
定がなく、過
去に使用した
事例も判断し
たこともない。

１．位置づけ
られた規定が
ある。
２．位置づけ
られていな
い。
３．その他（不
明等）

議員の利用す
ることのでき
る保育施設等
が議会に設置
または提供さ
れているか。

議員の利用す
ることのでき
る授乳室等が
議会に設置ま
たは提供され
ているか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査

議会における
ハラスメント防
止に関する取
組（ハラスメン
ト防止に関す
る議員向け研
修を除く。）を
行っています
か。

問１２－１０で１．を選択した場合、行っている取組み
は、次のうちどれか。

問１２－１１で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

男女共同参画
に関する研修
（ハラスメント
防止に関する
もの以外）を
行っています
か。

ハラスメント防
止に関する議
員向け研修を
行っています
か。

当該研修にお
いて、令和４年
４月に内閣府
が公表した教
材動画「政治分
野におけるハラ
スメント防止研
修教材」を利用
している又は利
用する予定は
ありますか。

問１６で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問12－１１

議会におい
て、通称又は
旧姓の使用を
認めています
か。

政治分野の男女共同参画のた
めに実施していることがあればご
記入ください。

地域防災計画や避難所運営に関する指針（手引き・ガイドラインを含
む）における具体的な役割

左記で、１．を選択した場合
該当部分の規定を記入してください。

男女共同参画
担当部局又は
男女共同参画
センターの具
体的な役割が
明確に位置づ
けられている
か。

8 233 行方市 4 4 1 1 1 2 3 4 2

8 234 鉾田市 4 4 2 3 3 4 2

8 235
つくばみらい
市

4 4 3 3 3 4 2

8 236 小美玉市 4 4 2 1 3 2 4 2

8 302 茨城町 4 4 3 3 3 4
なし

2

8 309 大洗町 4 4 1 1

大洗町議会政治倫理条例

第4条 議員は,次の各号に掲げる基準(以下｢政治倫理基
準｣という｡)を遵守しなければならない｡  
(1) 町民全体の代表者として,その品位又は名誉を損なうお
それのある行為をしないこと｡  
(2) 町民全体の利益を指針として行動し,その地位を利用し
ていかなる金品も授受しないこと｡  
(3) 特定のものの利益を目的として,町が行う許可,認可等又
は町若しくは町が資本金等の2分の1以上を出資し,若しくは
出えんしている法人(以下｢出資法人｣という｡)が行う売買,賃
借,請負その他の契約(以下｢町契約等｣という｡)に関し,その
地位を利用し,不正に影響力を行使しないこと｡  
(4) 町又は出資法人の職員の採用,昇格等の人事に関し,そ
の地位を利用し,不正に影響力を行使しないこと｡  
(5) 原則として町から補助金の交付を受ける団体の代表等
に就任しないこと｡  
(6) 地域行事等の参加費負担に当たっては,寄附行為の疑
念を抱かせないよう実費相当額の負担を徹底し,行事主催
者に対しその理解を求めること｡ 							 

3 3 4 1

大洗町地域防災計画

男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立 
 
町及び防災関係機関は､男女双方の視点に配慮した防災
を進めるため､防災に関する政策･方針決定過程及び防災
の現場における女性の参画の拡大を積極的に図っていくこ
とが必要である｡ 
							 

8 310 城里町 4 4 2 2 2 3 4 2

8 341 東海村 4 4 3 3 3 2 2

8 364 大子町 4 4 2 2 3 3 4
特になし

2

8 442 美浦村 4 4 3 3 3 4 2

行方市議会議員の政治倫理に関する条例

第3条 議員は,次に掲げる政治倫理基準を遵守しなければ
ならない｡ 
(1) 市民全体の代表者として,品位と名誉を損なうような一
切の行為を慎み,その職務に関して不正の疑惑を持たれる
おそれのある行為をしないこと｡ 
(2) 全体の奉仕者として,常に人格と倫理の向上に努め,そ
の地位を利用していかなる金品も授受しないこと｡ 
(3) 市が行う許可,認可又は請負その他の契約に関して,特
定業者を推薦し,紹介する等の有利な取り計らいをしないこ
と｡ 
(4) 市職員の公正な職務執行を妨げ,その権限又はその地
位による影響力を不正に行使するよう働きかけないこと｡ 
(5) 市職員の採用,昇任又は人事異動に関して特定の個人
の推薦若しくは紹介をしないこと｡ 
(6) 政治活動に関し,政治資金規正法(昭和23年法律第194
号)に規定する寄附以外の寄附を企業,団体,個人等から受
けないこと｡ 
(7) 地方自治法(昭和22年法律第67号)第92条の2の規定に
より,市と契約関係にある企業等の責任ある地位を得,役職
を兼ねないこと｡市等の公共団体からの補助金により運営
されている団体については,規則で別に定める｡ 
(8) 公職選挙法(昭和25年法律第100号)の規定により,祭礼,
運動会等の行事には寄附を行わないこと｡ 
(9) ｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ,ﾊﾟﾜｰ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄその他誹謗,中傷,風説
の流布等により人権を侵害し,又は不快にさせる行為をしな
いこと｡

市町村４－５ (2)



問１２－８ 問１２－９ 問１２－１０ 問１２－１２ 問１２－１３ 問１２－１４ 問１２－１５ 問１２－１６ 問１２－１７ 問１２－１８ 問１３ 問１３－１

１．人員及び
場所の設置ま
たは提供がさ
れている。（臨
時のものも含
む）
２．保育に必
要な場所の設
置または提供
がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．専用の場
所が設置され
ている。（常
設）
２．授乳等に
必要な場所の
設置または提
供がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
取り組む予定
である。
３．行っておら
ず、今後、取
り組む予定も
ない。

１
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
に
関
す
る
規
定

(

倫
理

規
定
等

)

が
あ
る

２
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関
す
る
議
員
向
け
相
談
窓

口
を
設
置
し
て
い
る

３
．
そ
の
他

その他内容

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
行う予定であ
る。
３．行っておら
ず、今後、行
う予定もな
い。

１．研修におい
て利用してい
る。
２．研修におい
て利用していな
い又は現在は
研修を行ってい
ないが、今後行
う研修で利用
予定である。
 ３．研修におい
て利用していな
い又は現在は
研修を行ってお
らす、今後行う
研修で利用す
る予定もない。

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、
取り組む予定
である。
３．行っておら
ず、今後、取
り組む予定も
ない。

１．明記した規
定があり、認
めている。
２．明記した規
定はないが、
運用上認めて
いる。
３．明記した規
定がなく、運
用上も認めて
いない。
４．明記した規
定がなく、過
去に使用した
事例も判断し
たこともない。

１．位置づけ
られた規定が
ある。
２．位置づけ
られていな
い。
３．その他（不
明等）

議員の利用す
ることのでき
る保育施設等
が議会に設置
または提供さ
れているか。

議員の利用す
ることのでき
る授乳室等が
議会に設置ま
たは提供され
ているか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査

議会における
ハラスメント防
止に関する取
組（ハラスメン
ト防止に関す
る議員向け研
修を除く。）を
行っています
か。

問１２－１０で１．を選択した場合、行っている取組み
は、次のうちどれか。

問１２－１１で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

男女共同参画
に関する研修
（ハラスメント
防止に関する
もの以外）を
行っています
か。

ハラスメント防
止に関する議
員向け研修を
行っています
か。

当該研修にお
いて、令和４年
４月に内閣府
が公表した教
材動画「政治分
野におけるハラ
スメント防止研
修教材」を利用
している又は利
用する予定は
ありますか。

問１６で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問12－１１

議会におい
て、通称又は
旧姓の使用を
認めています
か。

政治分野の男女共同参画のた
めに実施していることがあればご
記入ください。

地域防災計画や避難所運営に関する指針（手引き・ガイドラインを含
む）における具体的な役割

左記で、１．を選択した場合
該当部分の規定を記入してください。

男女共同参画
担当部局又は
男女共同参画
センターの具
体的な役割が
明確に位置づ
けられている
か。

8 443 阿見町 4 4 1 1 2 2 3 4 2

8 447 河内町 4 4 3 1 3 3 4 2

8 521 八千代町 4 4 3 3 3 4 2

8 542 五霞町 4 4 3 3 3 4 2

8 546 境町 4 4 3 3 3 4 1

8 564 利根町 4 4 3 3 3 4
特になし

2

阿見町ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止条例

(議員の責務) 
第3条 議員は､町民の代表者として町政に携わる権能及び
責務を自覚するとともに､常に高い倫理観を持ち､ﾊﾗｽﾒﾝﾄ
が個人の尊厳を不当に傷つけ､人権侵害に当たること及び
職員の労働意欲を低下させ､勤務能率の発揮を妨げるもの
であることを認識し､ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止に努めなければならな
い｡ 
2 議員は､職員及び議員並びに議員同士が職務遂行上の
対等な立場にあることを自覚し､職員及び議員の人格及び
尊厳を尊重した活動をしなければならない｡ 
3 議員は､当該議員によるﾊﾗｽﾒﾝﾄがあると疑われたとき
は､自ら誠実な態度を持って疑惑の解明に当たるとともに､
説明責任を果たさなければならない｡ 
4 議員は､職員又は議員に対しﾊﾗｽﾒﾝﾄに当たる言動を
行っていると認められる事態に遭遇したときは､当該議員に
対し厳に慎むべき旨を指摘し､その解決に努めなければな
らない｡ 
  
(研修等) 
第4条 議長は､ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止を図るため､議員に対し必要
な研修等を実施しなければならない｡ 
  
(事実関係の把握等) 
第5条 議長は､職員若しくは町長等(町長その他の執行機
関の長をいう｡)又は議員からﾊﾗｽﾒﾝﾄに関する苦情の申出
があったときは､その事実関係を把握するため､速やかに関
係者からの聴き取りその他の確認を行うものとする｡ 
  
(ﾊﾗｽﾒﾝﾄに対する措置) 
第6条 議長は､前条の規定による確認の結果､議員による
ﾊﾗｽﾒﾝﾄがあったと認められる場合は､議会運営委員会の
意見を聴き､当該ﾊﾗｽﾒﾝﾄを行った議員に対して､指導､助
言､注意､氏名の公表その他の必要な措置を講じなければ
ならない｡

境町地域防災計画

■災害時の男女共同参画に係る広報 ■避難所における
人権問題に関する対策 第2編 第2章 第5節 第2 1 (4)避難
所の運営管理 町は､避難所の運営に当たって､職員及び
自主防災組織､NPO･ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱを各避難所に配置し､県作成
の｢市町村避難所運営ﾏﾆｭｱﾙ基本ﾓﾃﾞﾙ｣や｢新型ｺﾛﾅｳｲﾙ
ｽ感染症対策を踏まえた避難所運営ﾏﾆｭｱﾙ作成指針｣に基
づき､町作成の｢ｺﾛﾅ禍の広域避難に伴う避難所運営ﾏﾆｭｱ
ﾙ｣を整備し､避難所の運営管理を行う｡その際､女性の参画
を推進し､避難の長期化等必要に応じて､男女によるﾆｰｽﾞ
の違い等男女双方の視点や避難所の安全確保に十分配
慮するよう努める｡なお､性的ﾏｲﾉﾘﾃｨの人権を尊重し､女性
職員により男女別の物資の配分は､本人の希望に応ずるよ
うにするとともに､誰でも使用できるﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾄｲﾚ､共有の
更衣室､入浴施設を設置するよう配慮する｡また､女性や子
ども等に対する性暴力･DVの発生を防止するため､次の項
目に配慮するよう努める｡加えて､警察､病院､女性支援団
体との連携の下､被害者への相談窓口情報の提供を行うよ
う努める｡【配慮する項目】①女性用と男性用のﾄｲﾚを離れ
た場所に設置する｡②ﾄｲﾚ･更衣室･入浴施設等は昼夜問わ
ず安心して使用できる場所に設置するとともに､誰でも使用
できる施設の設置に配慮する｡③照明を増設する｡④性暴
力･DVについての注意喚起のためのﾎﾟｽﾀｰを掲載する｡
【男女双方の視点】①避難所運営担当職員や保健師に女
性を配置する｡②避難所運営体制への女性の参画を進め
る｡③避難所内に女性専用の物干し場､授乳室の設置､男
女別の更衣室等を確保する｡④生理用品･女性用下着等の
女性用品の女性による配布｡⑤ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰを確保するため
に間仕切り等を設置する｡⑥関係機関等と連携し､女性相
談窓口を開設する｡【避難所の安全性の確保】①男女ﾍﾟｱに
よる巡回警備｡②防犯ﾌﾞｻﾞｰの配布｡
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